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2022年 6月 13日 

 

株式交換に係る事前開示事項 
 

東京都板橋区清水町 36番 1 号 

共立印刷株式会社 

代表取締役社長 景山 豊 

 

当社は、2022 年 5 月 13 日開催の取締役会において、2022 年 10 月 1 日を効力発生日として株式会社ＫＹＯＲ

ＩＴＳＵ（2022 年 5 月 13 日に、株式会社ウエルより、商号変更。以下「ＫＹＯＲＩＴＳＵ」といいます。）を

株式交換完全親会社、当社を株式交換完全子会社とする株式交換（以下「本株式交換」といいます。）を実施し、

持株会社体制に移行することを決議し、ＫＹＯＲＩＴＳＵとの間で、株式交換契約（以下「本株式交換契約」と

いいます。）を締結いたしました。 

本株式交換に関する会社法第 782条第 1項および会社法施行規則第 184条に定める当社の事前開示事項は下記

のとおりです。 

記 

１．株式交換契約の内容（会社法第 782条第 1項第 3号） 

本株式交換契約の内容は、別紙 1のとおりです。 

 

２．交換対価の相当性に関する事項（会社法施行規則第 184条第 1項第 1号） 

(1)交換対価の総数または総額の相当性に関する事項（会社法施行規則第 184条第 3項第 1号） 

ア 本株式交換の方式 

ＫＹＯＲＩＴＳＵを株式交換完全親会社とし、当社を株式交換完全子会社とする本株式交換を行い、当

社の普通株式（以下「当社株式」といいます。）を保有する当社株主（ただし、ＫＹＯＲＩＴＳＵを除き

ます。）に対して、ＫＹＯＲＩＴＳＵの普通株式（以下「ＫＹＯＲＩＴＳＵ普通株式」といいます。）を割

当交付します。 

 

イ 本株式交換に係る割当の内容 

 

 
株式会社ＫＹＯＲＩＴＳＵ 
（株式交換完全親会社） 

共立印刷株式会社 
（株式交換完全子会社） 

本株式交換に係る 
割当比率 

１ １ 

本株式交換により 
交付する新株式数 

普通株式：46,156,400 株（予定） 

（注）１．ＫＹＯＲＩＴＳＵにおける発行済株式数の変更 

ＫＹＯＲＩＴＳＵは、2022 年 6 月 29 日を効力発生日として、当社株式 1 株を 74.8 株の割合

にて分割する株式分割および 2022 年 7 月 1 日を払込日とする第三者割当増資による新株式

1,004 株の発行を行い、発行済株式数が 38,270 株から 2,863,600 株となる予定です。上記の株

式交換比率（以下「本株式交換比率」といいます。）は当該株式分割および第三者割当増資実施

後のＫＹＯＲＩＴＳＵの発行済株式数（2,863,600株）を前提とするものです。 

なお、ＫＹＯＲＩＴＳＵの 2022年 3月 31日時点の発行済株式総数は 60,000株ですが、2022

年 5 月 13 日に取締役の過半数の決定により、自己株式 21,730 株を消却したことで、2022 年 5

月 13 日時点のＫＹＯＲＩＴＳＵの発行済株式数は 38,270 株となっております。 

２．株式の割当比率 

当社株式 1 株に対して、ＫＹＯＲＩＴＳＵ普通株式 1 株を割当て交付いたします。ただし、

ＫＹＯＲＩＴＳＵが保有する当社株式 2,863,600 株については、本株式交換による株式の割当

ては行いません。 

３．本株式交換により交付するＫＹＯＲＩＴＳＵの株式数等 

ＫＹＯＲＩＴＳＵは、本株式交換により、ＫＹＯＲＩＴＳＵが当社の発行済株式（但し、Ｋ

ＹＯＲＩＴＳＵが保有する当社株式を除きます。）の全部を取得する時点の直前時における当社

の株主の皆様（但し、ＫＹＯＲＩＴＳＵを除きます。）に対し、その保有する当社株式に代えて、

ＫＹＯＲＩＴＳＵ普通株式 46,156,400 株を割当て交付する予定です。なお、本株式交換に係る

ＫＹＯＲＩＴＳＵ普通株式の割当ておよび交付がなされる直前の時点（本株式交換に関して行
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使される会社法第 785 条第 1 項に定める反対株主の買取請求があった場合には、この買取りの

効力発生後であって、かつ、本株式交換に係るＫＹＯＲＩＴＳＵ普通株式の割当ておよび交付

がなされる直前の時点をいい、以下「基準時」といいます。）において保有する自己株式に対し

て、本株式交換比率に応じたＫＹＯＲＩＴＳＵ普通株式が割当交付されることになります。ま

た、2022 年 5 月 13 日に公表いたしました「自己株式取得に係る事項の決定に関するお知らせ」

のとおり、2022年 5月 16日から 2022 年 9月 22 日までを取得期間とし、自己株式の取得を行う

予定であり、新たに取得した自己株式に対しても、本株式交換比率に応じたＫＹＯＲＩＴＳＵ

普通株式が割当交付されることになります。 

４．単元未満株式の取り扱い 

本株式交換に伴い、ＫＹＯＲＩＴＳＵの単元未満株式（ＫＹＯＲＩＴＳＵは、本株式交換の

効力発生日までに、単元株制度を採用し、ＫＹＯＲＩＴＳＵ普通株式の単元株式数は、当社と

同じ 100 株とする予定です。）を保有することとなる当社の株主の皆様につきましては、会社法

第 192 条第 1 項の規定に基づき、ＫＹＯＲＩＴＳＵに対し、その保有する単元未満株式の買い

取りを請求することができます。 

 

ウ 本株式交換にかかる割当の内容の根拠等 

（ア）割当ての内容の根拠および理由 

当社およびＫＹＯＲＩＴＳＵから独立した第三者算定機関である山田コンサルティンググループ株

式会社（以下「山田コンサルティンググループ」といいます。）に、両社の協議において参考とすべき

株式交換比率の算定を依頼し、株式交換比率算定書を受領いたしました。 

株式交換比率算定書では、ＫＹＯＲＩＴＳＵが、本株式交換の効力発生日である 2022年 10月 1日ま

でに会社分割等が行われるとの前提のもと、当社株式の保有および売買のみを事業内容とする非上場

会社であり、かつ 2022 年 10 月 1 日時点においてＫＹＯＲＩＴＳＵは当社株式の他に財政状態に重大

な影響を与えうる資産および負債を有しない見込みであること、本株式交換後にＫＹＯＲＩＴＳＵが

保有する当社株式については売却する予定がないことから、ＫＹＯＲＩＴＳＵ普通株式の価値は、同

社の保有する当社株式価値とほぼ等しく、当社株式の価値に連動すると記載されております。また、

同算定書では、上記 2．イ．注 1「ＫＹＯＲＩＴＳＵにおける発行済株式数の変更」に記載のとおり、

ＫＹＯＲＩＴＳＵの発行済株式数は、ＫＹＯＲＩＴＳＵが保有する当社株式数（2,863,600 株）と同数

の 2,863,600 株となる予定であり、上記のような一定の前提を条件として、ＫＹＯＲＩＴＳＵの 1 株

当たり株式価値は当社株式 1 株当たりの株式価値と等しく評価されると考えられると記載されており

ます。 

 

（イ）算定に関する事項 

①算定機関の名称および両者との関係 

第三者算定機関である山田コンサルティンググループは、当社およびＫＹＯＲＩＴＳＵからは独立

した算定機関であり、当社およびＫＹＯＲＩＴＳＵの関連当事者には該当せず、本株式交換に関して

記載すべき重要な利害関係を有しません。 

 

②算定の概要 

当社は、本株式交換契約の締結にあたり、上記の株式交換比率算定書を参考とした他、当社の一般

株主保護および株主平等の観点その他株式交換比率に関する詳細について、重大な影響を及ぼす事象

がないことを確認することを目的として、山田コンサルティンググループに対し、ＫＹＯＲＩＴＳＵ

に対するデュー・デリジェンス（以下「本デュー・デリジェンス」といいます。）を委託し、実施し

ております。本デュー・デリジェンスにおいて、本株式交換の効力発生日までにＫＹＯＲＩＴＳＵに

て会社分割等を実施することを前提としており、当該会社分割等が実施された場合、効力発生日にお

いてＫＹＯＲＩＴＳＵの保有する重大な資産は当社株式のみとなり、これ以外に本株式交換比率の前

提に重大な影響を与えうる資産または負債は存在しない見込みであること、および効力発生日におい

て本株式交換契約を除きＫＹＯＲＩＴＳＵの事業・経営・財政状態に重大な影響を与えうる契約また

は取引関係（関連当事者取引を含みますが、これに限られません。）は存在しない見込みであること

を確認しております。当社は、かかるプロセスを踏まえ、ＫＹＯＲＩＴＳＵと慎重に交渉・協議を重

ねた結果、本株式交換比率は妥当であり、当社の株主の利益を損なうものではないと判断し、当社は、

2022年 5月 13日開催の取締役会において、本株式交換比率に基づく本株式交換契約の締結を決議し、

ＫＹＯＲＩＴＳＵは、2022年 5月 13日、取締役の過半数により本株式交換比率に基づく本株式交換

契約を決定し、同日両者間にて本株式交換契約を締結いたしました。 
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(2)交換対価として当該種類の財産を選択した理由（会社法施行規則第 184 条第 3 項第 2号） 

当社およびＫＹＯＲＩＴＳＵは、本株式交換の交換対価として、株式交換完全親会社となるＫＹＯＲＩＴ

ＳＵの普通株式を選択いたしました。 

当社はかかる対価につき、ＫＹＯＲＩＴＳＵは、当社との本株式交換により、東京証券取引所への新規上

場申請手続を行い、ＫＹＯＲＩＴＳＵ普通株式は、いわゆるテクニカル上場（東京証券取引所有価証券上場

規程第 2 条第 73号、第 208 条）により、本株式交換の効力発生日である 2022年 10 月 1日に東京証券取引所

に上場する予定です。当社株式が上場廃止となった後も、本株式交換により当社株主の皆様に割当て交付さ

れるＫＹＯＲＩＴＳＵ普通株式は東京証券取引所に上場される予定であることから、本株式交換の効力発生

日以後も金融商品取引所市場での取引が可能であり、当社の株主の皆様に対しては引き続き株式の流動性を

提供できるものと考えられること、および②当社の株主がＫＹＯＲＩＴＳＵの普通株式を交換対価として受

け取る場合には、当社の株主は、今後は持株会社体制へ移行することで、事業領域拡大やＥＳＧへの取り組

みをグループ全体で明確化させ、長期的な社会貢献と持続可能な強い事業体構築することで当社グループ全

体の企業価値の向上に伴う利益を享受することが可能であると考えていることから、当社の持株会社となる

ＫＹＯＲＩＴＳＵの普通株式を本株式交換の対価とすることが適切と判断いたしました。 

 

(3)当社の株主の利益を害さないように留意した事項（会社法施行規則第 184条第 3項第 3号） 

ア 公正性を担保するための措置 

ＫＹＯＲＩＴＳＵは当社の支配株主等には該当しないものの、本株式交換においては、公正性を担保し、

また利益相反の問題を回避する観点から、当社は、以下の措置を実施することといたしました。 

 

①独立した第三者算定機関からの算定書の取得 

当社は、本株式交換比率の公正性・妥当性を確保するための手続の一環として、当社およびＫＹＯ

ＲＩＴＳＵから独立した第三者算定機関である山田コンサルティンググループによる本デュー・デリ

ジェンスを実施し、効力発生日までにＫＹＯＲＩＴＳＵにて会社分割等が実施された場合、効力発生

日においてＫＹＯＲＩＴＳＵの保有する重大な資産は当社株式のみとなり、これ以外に本株式交換比

率の前提に重大な影響を与えうる資産または負債は存在しない見込みであること、および効力発生日

において本株式交換契約を除きＫＹＯＲＩＴＳＵの事業・経営・財政状態に重大な影響を与えうる契

約または取引関係（関連当事者取引を含みますが、これに限られません。）は存在しない見込みであ

ることを確認したうえで、山田コンサルティンググループより、両社の協議において参考とすべき株

式交換比率算定書を取得しております。当社は、株式交換比率算定書を参考として、当社の一般株主

保護および株主平等の観点その他株式交換比率に関する詳細について、ＫＹＯＲＩＴＳＵと慎重に交

渉・協議を重ねた結果、本株式交換比率により本株式交換を行うことを、2022年 5月 13日開催の取

締役会で決議いたしました。なお、当社は、上記第三者算定機関より、本株式交換比率がそれぞれの

株主にとって財務的見地より妥当である旨の意見書（いわゆる「フェアネス・オピニオン」）は取得

しておりません。 

 

②独立した法律事務所からの助言 

当社は、当社およびＫＹＯＲＩＴＳＵから独立しており、当社およびＫＹＯＲＩＴＳＵとの間に重

要な利害関係は有しない弁護士法人北浜法律事務所東京事務所（以下「北浜法律事務所」といいます。）

を法務アドバイザーとして選任し、同事務所より本株式交換の手続および意思決定方法・過程等につ

いて助言を受けました。 

また、北浜法律事務所は、山田コンサルティンググループが実施した本デュー・デリジェンスの結

果については共有を受けており、本デュー・デリジェンスの結果を通じて、効力発生日においてＫＹ

ＯＲＩＴＳＵの保有する重大な資産は当社株式のみとなり、これ以外に本株式交換比率の前提に重大

な影響を与えうる資産または負債は存在しない見込みであること、および効力発生日において本株式

交換契約を除きＫＹＯＲＩＴＳＵの事業・経営・財政状態に重大な影響を与えうる契約または取引関

係（関連当事者取引を含みますが、これに限られません。）は存在しない見込みであることを確認し

ております。 

 

イ 利益相反を回避するための措置 

当社は、上記山田コンサルティンググループからの株式交換比率算定書の取得および北浜法律事務所か

らの法的助言等を踏まえ、2022年 5月 13日開催の取締役会において、本株式交換に関する諸条件につい

て慎重に検討いたしました。その結果、本株式交換は、当社の企業価値の向上に寄与するものであるとと



- 5 -  

もに、本株式交換の諸条件は妥当であると判断し、本株式交換契約を締結する旨を、決議に参加した取締

役の全会一致で決議いたしました。また、かかる審議には監査役全員が参加し、いずれも、当社の取締役

会が本株式交換契約を締結することに異議がない旨の意見を述べております。 

なお、当社取締役のうち、野田勝憲はＫＹＯＲＩＴＳＵの筆頭株主であり、また同社の代表取締役を兼

任しているため、利益相反回避の観点から、当社取締役会における本株式交換の審議および決議に参加し

ておらず、当社の立場でＫＹＯＲＩＴＳＵとの本株式交換についての協議および交渉にも参加しておりま

せん。また、野田勝憲は、ＫＹＯＲＩＴＳＵの立場でも当社とＫＹＯＲＩＴＳＵとの本株式交換について

の協議および交渉にも参加しておりません。 

 

(4)株式交換完全親会社となるＫＹＯＲＩＴＳＵの資本金および準備金の額の相当性に関する事項（会社法施

行規則第 184条第 3項、会社法第 768条第 1項） 

本株式交換により、ＫＹＯＲＩＴＳＵの増加する資本金および準備金の額は会社計算規則第 39条の規定に

従い、ＫＹＯＲＩＴＳＵが別途定める額になります。当社は、かかる取り扱いは、ＫＹＯＲＩＴＳＵの財務

状況、資本政策その他の事情を総合的に考慮・検討し、法令の範囲内で決定したものであり、相当であると

判断しております。 

 

３．交換対価について参考となるべき事項（会社法施行規則第 184条第 1項第 2号） 

(1) ＫＹＯＲＩＴＳＵの定款の定め（会社法施行規則第 184条第 4項第 1号イ） 

別紙 3-(1)のＫＹＯＲＩＴＳＵの定款の写しをご参照ください。 

なお、ＫＹＯＲＩＴＳＵは、2022 年 10 月 1 日に東京証券取引所への新規上場（テクニカル上場）をする

予定であり、当該上場に向け、その定款を変更する予定です。 

 

(2)交換対価の換価の方法に関する事項（会社法施行規則第 184条第 4項第 1号ロ） 

ア 交換対価を取引する市場 

ＫＹＯＲＩＴＳＵ普通株式は、現在はいずれの取引所金融商品市場においても取引されていない非上場

株式でありますが、2022年 10 月 1日に東京証券取引所へ新規上場（テクニカル上場）する予定です。 

 

イ 交換対価の取引の媒介、取次または代理を行う者 

上記アのとおり、現在はいずれの取引所金融商品市場においても取引されていない非上場株式でありま

すが、2022 年 10月 1日に東京証券取引所へ新規上場（テクニカル上場）する予定であり、当該上場後は、

金融商品取引業者（証券会社）を通じてお取引いただけます。 

 

ウ 交換対価の譲渡その他の処分に対する制限の内容 

ＫＹＯＲＩＴＳＵの定款上、同社の普通株式を譲渡により取得するには、同社の株主総会の承認を受け

なければならないものとされておりますが、ＫＹＯＲＩＴＳＵの普通株式は、2022年 10月 1 日に東京証

券取引所へ新規上場（テクニカル上場）する予定であり、これに先立ち、ＫＹＯＲＩＴＳＵは、その定款

を変更し、上記株式譲渡制限に関する規定を廃止する予定です。よって、本株式交換の効力発生日後にお

いては、交換対価につき、譲渡その他の処分に対する制限はございません。 

 

(3)交換対価に市場価格があるときはその価格に関する事項（会社法施行規則第 184条第 4項第 1号ハ） 

ＫＹＯＲＩＴＳＵの普通株式は、現在はいずれの取引所金融商品市場においても取引されていない非上場

株式であり、該当する市場価格はありません。 

なお、ＫＹＯＲＩＴＳＵの普通株式は、2022 年 10月 1 日に東京証券取引所へ新規上場（テクニカル上場）

する予定であり、当該日以降は市場価格が付される予定です。上記上場後は、東京証券取引所が以下のＵＲ

Ｌにおいて開示する株価情報やチャート表示等により、交換対価の市場価格およびその推移が示されること

となります。 

https://www.jpx.co.jp 

 

(4)ＫＹＯＲＩＴＳＵの過去 5年間にその末日が到来した各事業年度（次に掲げる事業年度を除く。）に係る貸

借対照表の内容（会社法施行規則第 184条第 4項第 1号ニ） 

ＫＹＯＲＩＴＳＵの過去 5 年間にその末日が到来した各事業年度（最終事業年度を除く）に係る貸借対照

表の内容は、別紙 3-(4)のとおりです。 

 

４．株式交換に係る新株予約権の定めの相当性に関する事項（会社法施行規則第 184条第 1項第 3号） 

https://www.jpx.co.jp/
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本株式交換に際し、当社が発行している各新株予約権（共立印刷株式会社 2014 年新株予約権、共立印刷株

式会社 2015 年新株予約権、共立印刷株式会社 2016年新株予約権、共立印刷株式会社 2017 年新株予約権、共

立印刷株式会社 2018年新株予約権、共立印刷株式会社 2019年新株予約権）については、基準時の直前の時点

における各新株予約権者に対し、その保有する各新株予約権に代わり、各新株予約権の目的である株式の数を

本株式交換比率に応じて調整したＫＹＯＲＩＴＳＵの新株予約権を、同数の割合をもって割当て交付します。

新株予約権付社債については、当社は新株予約権付社債を発行していないため、該当事項はありません。 

 

５．計算書類に関する事項（会社法施行規則第 184条第 1項第 4号） 

(1)ＫＹＯＲＩＴＳＵ（会社法施行規則第 184条第 6項第 1号） 

①最終事業年度に係る計算書類等 

別紙 5-(1)-①のとおりです。 

 

②最終の事業年度の末日後の重要な財産の処分等 

ＫＹＯＲＩＴＳＵは、2022 年 5 月 13 日を効力日として、21,730 株の株式を消却し、2022 年 6 月 29 日

を効力発生日として、1 株を 74.8 株にて分割する株式分割および 2022 年 7 月 1 日を払込日とする第三者

割当増資による新株式 1,004 株の発行を行い、発行済株式数が 60,000 株から 2,863,600 株といたします。 

また、ＫＹＯＲＩＴＳＵは、2022年 7月 1日を効力日として、会社分割を行い一部の資産および負債の

整理を行い、当社株式の他には重大な影響を与えうる資産および負債を有しない財産状態にいたします。 

 

(2)当社（会社法施行規則第 184条第 6項第 2号） 

当社は、2022 年 5 月 13 日付の当社の取締役会において、以下の自己株式の取得に係る事項を決議してお

ります。 

(1)取得対象株式の種類 当社普通株式 

(2)取得し得る株式の総数  2,000,000 株(上限) (発行済株式総数(自己株式を除く)に対する割合

4.39％) 

(3)株式の取得価額の総額 3 億円(上限) 

(4)取得期間   2022年 5月 16日～2022年 9 月 22日 

(5)取得方法   東京証券取引所における市場買付け 

 

６．本株式交換が効力を生じる日以後におけるＫＹＯＲＩＴＳＵの債務の履行の見込みに関する事項（会社法施

行規則第 184条第 1項第 5号） 

会社法第 789条第 1項の規定により本株式交換について異議を述べることができる債権者はいませんので、

該当事項はありません。 

以上 
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別紙 1 

【株式交換契約の内容】 
 

株式交換契約書 

 

株式会社ＫＹＯＲＩＴＳＵ（以下「甲」という。）と共立印刷株式会社（以下「乙」という。）とは、次

のとおり株式交換契約（以下「本契約」という。）を締結する。 

 

第 1 条 （株式交換） 

甲および乙は、本契約に定めるところに従い、甲を株式交換完全親会社とし、乙を株式交換完全子会社

とする株式交換（以下「本株式交換」という。）を行い、甲は、本株式交換により、乙の発行済株式（た

だし、甲が保有する乙の株式を除く。以下同じ。）の全部を取得する。 

 

第 2条 （商号および住所） 

甲および乙の商号および住所は、以下のとおりである。 

(1）甲（株式交換完全親会社） 

商号 株式会社ＫＹＯＲＩＴＳＵ 

住所 東京都練馬区大泉学園町二丁目 31番 12号 

(2）乙（株式交換完全子会社） 

商号 共立印刷株式会社 

住所 東京都板橋区清水町 36番１号 

 

第 3条 （株式交換に際して割当交付する株式）  

1.甲は、本株式交換に際して、本株式交換により甲が乙の発行済株式の全部を取得する時点の直前時（以

下「基準時」という。）における乙の株主名簿に記載または記録された株主（ただし、甲を除く。以下「本

割当対象株主」という。）に対し、その保有する乙の普通株式に代わり、その保有する乙の普通株式の数

の合計数に１を乗じて得た数の甲の普通株式を交付する。 

2.甲は、本株式交換に際して、本割当対象株主に対し、その保有する乙の普通株式１株につき、甲の普

通株式１株の割合をもって、甲の普通株式を割り当てる。 

 

第 4 条 （甲の資本金および準備金の額） 

本株式交換により増加する甲の資本金および準備金の額は、会社計算規則第 39 条の規定に従い甲が別途

適当に定める金額とする。 

 

第 5条 （株式交換に際して交付する甲の新株予約権およびその割当て） 

1.甲は、本株式交換に際して、基準時における乙の新株予約権原簿に記載または記録された以下の表の

「乙の新株予約権」欄に掲げる乙の各新株予約権の新株予約権者（以下「本割当対象新株予約権者」とい

う。）に対し、その保有する乙の当該各新株予約権に代わり、その保有する乙の当該各新株予約権の数の

合計数に１を乗じて得た数の以下の表の「甲の新株予約権」欄に掲げる甲の各新株予約権をそれぞれ交

付する。 

乙の新株予約権 甲の新株予約権 

共立印刷株式会社 2014年新株予約権 

（内容は、別紙 5-1-1 記載のとおり） 

株式会社ＫＹＯＲＩＴＳＵ第１回新株予約権 

（内容は、別紙 5-2-1記載のとおり） 

共立印刷株式会社 2015年新株予約権 

（内容は、別紙 5-1-2 記載のとおり） 

株式会社ＫＹＯＲＩＴＳＵ第２回新株予約権 

（内容は、別紙 5-2-2記載のとおり） 

共立印刷株式会社 2016年新株予約権 

（内容は、別紙 5-1-3 記載のとおり） 

株式会社ＫＹＯＲＩＴＳＵ第３回新株予約権 

（内容は、別紙 5-2-3記載のとおり） 
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2.甲は、本株式交換に際して、本割当対象新株予約権者に対し、その保有する前項の表の「乙の新株予約

権」欄に掲げる乙の各新株予約権１個につき、前項の表の「甲の新株予約権」欄に掲げる甲の新株予約権

１個の割合をもってそれぞれ割り当てる。 

 

第 6 条  （株式交換の効力発生日） 

本株式交換がその効力を生ずる日（以下「効力発生日」という。）は、2022年 10月１日とする。ただし、

本株式交換の手続進行上の必要性その他の事由により必要があるときは、甲乙協議して合意のうえ、こ

れを変更することができる。 

 

第 7 条  （甲による表明保証） 

甲は、乙に対し、本契約締結日および効力発生日（ただし、時点が明記されている場合には当該時点）

において、別紙７が真実かつ正確であることを表明し、保証する。 

 

第 8条 （株式交換契約の株主総会における承認） 

甲および乙は、2022年６月 29 日または甲および乙が別途合意する日に、それぞれ株主総会を開催し、本

契約の承認および本株式交換に必要な事項に関する決議を求めるものとする。 

 

第 9 条 （会社財産の管理） 

甲および乙は、本契約締結日から効力発生日に至るまで、それぞれ善良なる管理者の注意をもって自己

の業務の執行ならびに財産の管理および運営を行い、別途合意したものを除き、その財産状態、経営成績、

事業もしくは権利義務に重大な影響を及ぼすおそれのある行為を行おうとする場合には、予め甲乙協議し

て合意のうえ、これを行う。 

 

第 10 条  （本契約の効力） 

本契約は、次の各号のいずれかに該当する場合には、その効力を失うものとする。               

(1）効力発生日の前日までに、第 8 条に定める甲または乙の株主総会の承認が得られない場合         

(2）次条に従い本契約が解除された場合                                                     

(3）本株式交換に必要となる法令に定める関係官庁等の承認が効力発生日の前日までに得られない場合 

 

第 11 条  （株式交換条件の変更および本契約の解除） 

甲および乙は、本契約締結日から効力発生日に至るまでの間において、①甲に第 7 条に定める重大な表

明保証違反があることが判明した場合、②甲または乙の資産状態もしくは経営状態に重大な変更が生じ

た場合、③本株式交換の実行に重大な支障をきたす事象が生じまたは判明した場合、④本株式交換の条

件に重大な影響を与える事態その他本契約の目的の達成が困難となった場合は、甲乙協議して合意のう

え、本株式交換の条件を変更し、または本契約を解除することができるものとする。ただし、甲および

乙で別途合意している事項は除く。 

 

第 12 条  （準拠法および合意管轄裁判所） 

本契約は日本法に準拠し、日本法に従って解釈されるものとする。本契約の履行および解釈に関し紛争

が生じたときは、東京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。 

共立印刷株式会社 2017年新株予約権 

（内容は、別紙 5-1-4 記載のとおり） 

株式会社ＫＹＯＲＩＴＳＵ第４回新株予約権 

（内容は、別紙 5-2-4記載のとおり） 

共立印刷株式会社 2018年新株予約権 

（内容は、別紙 5-1-5 記載のとおり） 

株式会社ＫＹＯＲＩＴＳＵ第５回新株予約権 

（内容は、別紙 5-2-5記載のとおり） 

共立印刷株式会社 2019年新株予約権 

（内容は、別紙 5-1-6 記載のとおり） 

株式会社ＫＹＯＲＩＴＳＵ第６回新株予約権 

（内容は、別紙 5-2-6記載のとおり） 



- 9 -  

 

第 13 条  （協議事項） 

本契約に定める事項のほか、本株式交換に関し必要な事項は、本契約の趣旨に従い甲乙協議して合意の

うえ、これを定める。 

 

(以下余白) 
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本契約締結の証として本契約書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各１通を保有するものとする。 

 

2022年５月 13日 

甲 東京都練馬区大泉学園町二丁目 31 番 12 号 

株式会社ＫＹＯＲＩＴＳＵ 

代表取締役 野田 勝憲    ㊞ 

 

乙 東京都板橋区清水町 36 番１号 

共立印刷株式会社 

代表取締役 景山  豊    ㊞



- 11 - 

（別紙 5-1-1） 

共立印刷株式会社 2014年新株予約権の内容 

 

1.会社の商号 

共立印刷株式会社 

 

2.募集新株予約権の付与対象者と総数 

取締役（非常勤取締役を除く。） 350個 

   

3.募集新株予約権の目的である株式の種類および数 

募集新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各募集新株予約権の目的である株式の数（以下、

「付与株式数」という。）は 100株とする。 

なお、割当日後、当社が、当社普通株式につき、株式分割、株式無償割当てまたは株式併合を行う場合には、次

の算式により付与株式数の調整を行い、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。 

 

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割、株式無償割当てまたは株式併合の比率 

 

調整後付与株式数は、株式分割または株式無償割当ての場合は、当該株式分割または株式無償割当ての基準日の

翌日以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。ただし、剰余金の額を減少して資本金ま

たは準備金を増加する議案が当社株主総会において承認されることを条件として株式分割または株式無償割当て

が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割または株式無償割当てのための基準日とする場

合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日以降これを適用する。 

また、当社が吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合または当社が完全子会社となる株式

交換もしくは株式移転を行い新株予約権が承継される場合には、当社は、合併比率等に応じ、必要と認める付与

株式数の調整を行うことができる。 

付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに、必要な事項を新株予約権

原簿に記載された各募集新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」という。）に通知または公告する。た

だし、当該適用の日の前日までに通知または公告を行うことができない場合には、以後速やかに通知または公告

する。 

 

4.募集新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

各募集新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各募集新株予約権を行使することにより交付を受

けることができる株式１株当たりの払込金額１円に付与株式数を乗じた金額とする。 

 

5.募集新株予約権を行使することができる期間 

平成 26年７月 31日から平成 56年７月 30日 

 

6.募集新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事項 

(1) 募集新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第 17条第１

項に従い計算される資本金等増加限度額に 0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたとき

は、その端数を切り上げるものとする。 
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(2) 募集新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記(1)記載の資本金

等増加限度額から上記(1)に定める増加する資本金の額を減じた額とする。 

 

7.募集新株予約権の譲渡制限 

募集新株予約権を譲渡により取得する場合は、当社取締役会の承認を要する。 

 

8.募集新株予約権の取得条項 

以下の(1)、(2)、(3)、(4)または(5)のいずれかの議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不

要の場合は、当社の取締役会決議がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社は無償で募集新株予約権

を取得することができる。 

(1) 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案 

(2) 当社が分割会社となる分割契約もしくは新設分割計画承認の議案 

(3) 当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議案 

(4) 当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要することについ

ての定めを設ける定款の変更承認の議案 

(5) 募集新株予約権の目的である株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要すること

または当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得することについての定めを設

ける定款の変更承認の議案 

 

9.合併、吸収分割、新設分割、株式交換および株式移転をする場合の新株予約権の取扱いに関する事項 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割もしくは新設分割（それぞれ当社が分割会社

となる場合に限る。）、または株式交換もしくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る。）（以上

を総称して以下、「組織再編成行為」という。）をする場合において、組織再編成行為の効力発生日（吸収合併に

つき吸収合併の効力発生日、新設合併につき新設合併設立会社成立の日、吸収分割につき吸収分割の効力発生日、

新設分割につき新設分割設立会社成立の日、株式交換につき株式交換の効力発生日、および株式移転につき株式

移転設立完全親会社の成立の日をいう。）の直前において残存する募集新株予約権（以下、「残存新株予約権」と

いう。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第 236条第１項第８号のイからホまでに

掲げる株式会社（以下、「再編成対象会社」という。）の新株予約権を交付することとする。ただし、以下の条件

に沿って再編成対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割

計画、株式交換契約または株式移転計画において定めることを条件とする。 

(1) 交付する再編成対象会社の新株予約権の数 

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。 

(2) 新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の種類 

再編成対象会社の普通株式とする。 

(3) 新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数 

組織再編成行為の条件等を勘案の上、上記 3．に準じて決定する。 

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

① 交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、再編成後払込金額に上記(3)に従って決

定される当該各新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。 

② 再編成後払込金額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる再編成対
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象会社の株式１株当たり１円とする。 

(5) 新株予約権を行使することができる期間 

上記 5.に定める募集新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編成行為の効力発生日のう

ちいずれか遅い日から、上記 5.に定める募集新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。 

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事項 

上記 6.に準じて決定する。 

(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編成対象会社の取締役会の決議による承認を要する。 

(8) 新株予約権の取得条項 

上記 8.に準じて決定する。 

(9) その他の新株予約権の行使の条件 

下記 11.に準じて決定する。 

 

10.募集新株予約権を行使した際に生ずる１株に満たない端数の取決め 

募集新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切り捨

てるものとする。 

 

11.その他の募集新株予約権の行使の条件 

(1) 新株予約権者は、当社の取締役の地位を喪失した日の翌日から 10 日間に限り募集新株予約権を行使すること

ができる。 

(2) 新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使することができるものとする。かかる相続人による新株

予約権の行使の条件は、新株予約権割当契約に定めるところによる。 

 

12.募集新株予約権の払込金額の算定方法 

各募集新株予約権の払込金額は、次式のブラック・ショールズモデルにより以下の(2)から(7)の基礎数値に基づ

き算出した１株当たりのオプション価格（１円未満の端数は切り上げ）に付与株式数を乗じた金額とする。 

   TdNXedNSeC rTqT  
 

ここで、 
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(1) １株当たりのオプション価格（C ） 

(2) 株価（ S ）：平成 26年７月 30日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（当日に終値が

ない場合は、翌取引日の基準値段） 

(3) 行使価格（ X ）：１円 

(4) 予想残存期間（T ）：15年 

(5) ボラティリティ（ ）：9.5 年間（平成 17 年２月 16 日から平成 26 年７月 30 日まで）の各週の最終取引日

における当社普通株式の普通取引の終値に基づき算出した株価変動率 

(6) 無リスクの利子率（ r ）：残存年数が予想残存期間に対応する国債の利子率 
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(7) 配当利回り（q ）：１株当たりの配当金（直近 2期の実績配当金の単純平均値）÷上記(2)に定める株価 

(8) 標準正規分布の累積分布関数（  N ） 

※ 割当てを受ける者が当社に対して有する報酬請求権と、本新株予約権の払込金額の払込債務とが相殺され

るものとする。 

 

13.募集新株予約権を割り当てる日 

平成 26年７月 30日 

 

14.募集新株予約権と引換えにする金銭の払込みの期日 

平成 26年７月 30日 

 

15.募集新株予約権の行使請求および払込みの方法 

(1) 募集新株予約権を行使する場合には、当社が定める様式による「新株予約権行使請求書」に必要事項を記入し、

署名捺印のうえ、これを下記 16．に定める行使請求受付場所に提出するものとする。 

(2) 上記(1)の「新株予約権行使請求書」の提出とともに、各募集新株予約権の行使に際して出資される財産の価

額に行使に係る募集新株予約権数を乗じた金額の全額を、現金にて下記 17．に定める払込取扱場所の当社の

指定する口座に当社の指定する日時までに振り込むものとする。 

 

16.募集新株予約権の行使請求受付場所 

当社経理部（なお、行使請求受付けに係る業務担当につき変更が生じた場合には、当該業務を担当することとな

る部署とする。） 

 

17.募集新株予約権の行使に際する払込取扱場所 

みずほ銀行池袋支店（なお、当払込取扱場所が統合等により廃止した場合、その継承場所とする。） 

 

18.募集新株予約権の行使の効力発生時期等 

(1) 募集新株予約権を行使した新株予約権者は、会社法第 282条の規定に従い当社募集新株予約権の目的である株

式の株主となる。 

(2) 当社は、行使手続終了後直ちに、新株予約権者が予め当社の指定する金融商品取引業者等に開設した新株予約

権者名義の口座へ、新株予約権の行使により新株予約権者が取得する株式について記載または記録をするため

に必要な手続を行う。 

 

19.新株予約権にかかる新株予約権証券に関する事項 

当社は、新株予約権にかかる新株予約権証券を発行しないものとする。 

 

20.本要項の規定中読み替えその他の措置に伴う取扱い 

会社法その他の法令の規定等の改廃により、本要項の規定中読み替えその他の措置が必要となる場合には、会社

法の規定および本要項の趣旨に従い、これに関連する事項の取扱いについて、当社が適切と考える方法により、

本要項を変更できるものとし、かかる変更は本要項と一体をなすものとする。 
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21.発行要項の公示 

当社は、その本店に募集新株予約権の発行要項の謄本を備え置き、その営業時間中、新株予約権者の閲覧に供す

るものとする。 

 

22.その他本募集新株予約権に関し、必要な事項は代表取締役に一任する。 

 

以  上 
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（別紙 5-1-2） 

共立印刷株式会社 2015年新株予約権の内容 

 

1.会社の商号 

共立印刷株式会社 

 

2.募集新株予約権の付与対象者と総数 

取締役（非常勤取締役を除く。） 350個 

 

3.募集新株予約権の目的である株式の種類および数 

募集新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各募集新株予約権の目的である株式の数（以下、

「付与株式数」という。）は 100株とする。 

なお、割当日後、当社が、当社普通株式につき、株式分割、株式無償割当てまたは株式併合を行う場合には、次

の算式により付与株式数の調整を行い、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。 

 

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割、株式無償割当てまたは株式併合の比率 

 

調整後付与株式数は、株式分割または株式無償割当ての場合は、当該株式分割または株式無償割当ての基準日の

翌日以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。ただし、剰余金の額を減少して資本金ま

たは準備金を増加する議案が当社株主総会において承認されることを条件として株式分割または株式無償割当て

が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割または株式無償割当てのための基準日とする場

合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日以降これを適用する。 

また、当社が吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合または当社が完全子会社となる株式

交換もしくは株式移転を行い新株予約権が承継される場合には、当社は、合併比率等に応じ、必要と認める付与

株式数の調整を行うことができる。 

付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに、必要な事項を新株予約権

原簿に記載された各募集新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」という。）に通知または公告する。た

だし、当該適用の日の前日までに通知または公告を行うことができない場合には、以後速やかに通知または公告

する。 

 

4.募集新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

各募集新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各募集新株予約権を行使することにより交付を受

けることができる株式１株当たりの払込金額１円に付与株式数を乗じた金額とする。 

 

5.募集新株予約権を行使することができる期間 

平成 27年７月 30日から平成 57年７月 29日 

 

6.募集新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事項 

(1) 募集新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第 17条第１

項に従い計算される資本金等増加限度額に 0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたとき

は、その端数を切り上げるものとする。 
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(2) 募集新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記(1)記載の資本金

等増加限度額から上記(1)に定める増加する資本金の額を減じた額とする。 

 

7.募集新株予約権の譲渡制限 

募集新株予約権を譲渡により取得する場合は、当社取締役会の承認を要する。 

 

8.募集新株予約権の取得条項 

以下の(1)、(2)、(3)、(4)または(5)のいずれかの議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不

要の場合は、当社の取締役会決議がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社は無償で募集新株予約権

を取得することができる。 

(1) 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案 

(2) 当社が分割会社となる分割契約もしくは新設分割計画承認の議案 

(3) 当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議案 

(4) 当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要することについ

ての定めを設ける定款の変更承認の議案 

(5) 募集新株予約権の目的である株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要すること

または当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得することについての定めを設け

る定款の変更承認の議案 

 

9.合併、吸収分割、新設分割、株式交換および株式移転をする場合の新株予約権の取扱いに関する事項 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割もしくは新設分割（それぞれ当社が分割会社

となる場合に限る。）、または株式交換もしくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る。）（以上

を総称して以下、「組織再編成行為」という。）をする場合において、組織再編成行為の効力発生日（吸収合併に

つき吸収合併の効力発生日、新設合併につき新設合併設立会社成立の日、吸収分割につき吸収分割の効力発生日、

新設分割につき新設分割設立会社成立の日、株式交換につき株式交換の効力発生日、および株式移転につき株式

移転設立完全親会社の成立の日をいう。）の直前において残存する募集新株予約権（以下、「残存新株予約権」と

いう。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第 236条第１項第８号のイからホまでに

掲げる株式会社（以下、「再編成対象会社」という。）の新株予約権を交付することとする。ただし、以下の条件

に沿って再編成対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割

計画、株式交換契約または株式移転計画において定めることを条件とする。 

(1) 交付する再編成対象会社の新株予約権の数 

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。 

(2) 新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の種類 

再編成対象会社の普通株式とする。 

(3) 新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数 

組織再編成行為の条件等を勘案の上、上記 3．に準じて決定する。 

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

① 交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、再編成後払込金額に上記(3)に従って決

定される当該各新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。 

② 再編成後払込金額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる再編成対
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象会社の株式１株当たり１円とする。 

(5) 新株予約権を行使することができる期間 

上記 5.に定める募集新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編成行為の効力発生日のう

ちいずれか遅い日から、上記 5.に定める募集新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。 

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事項 

上記 6.に準じて決定する。 

(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編成対象会社の取締役会の決議による承認を要する。 

(8) 新株予約権の取得条項 

上記 8.に準じて決定する。 

(9) その他の新株予約権の行使の条件 

下記 11.に準じて決定する。 

 

10.募集新株予約権を行使した際に生ずる１株に満たない端数の取決め 

募集新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切り捨

てるものとする。 

 

11.その他の募集新株予約権の行使の条件 

(1) 新株予約権者は、当社の取締役の地位を喪失した日の翌日から 10 日間に限り募集新株予約権を行使すること

ができる。 

(2) 新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使することができるものとする。かかる相続人による新株

予約権の行使の条件は、新株予約権割当契約に定めるところによる。 

 

12.募集新株予約権の払込金額の算定方法 

各募集新株予約権の払込金額は、次式のブラック・ショールズモデルにより以下の(2)から(7)の基礎数値に基づ

き算出した１株当たりのオプション価格（１円未満の端数は切り上げ）に付与株式数を乗じた金額とする。 
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(1) １株当たりのオプション価格（C ） 

(2) 株価（ S ）：平成 27年７月 29日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（当日に終値が

ない場合は、翌取引日の基準値段） 

(3) 行使価格（ X ）：１円 

(4) 予想残存期間（T ）：15年 

(5) ボラティリティ（ ）：10.5年間（平成 17年２月 16日から平成 27年７月 29日まで）の各週の最終取引日

における当社普通株式の普通取引の終値に基づき算出した株価変動率 

(6) 無リスクの利子率（ r ）：残存年数が予想残存期間に対応する国債の利子率 
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(7) 配当利回り（q ）：１株当たりの配当金（直近２期の実績配当金の単純平均値）÷上記(2)に定める株価 

(8) 標準正規分布の累積分布関数（  N ） 

※ 上記により算出される金額は募集新株予約権の公正価額であり、有利発行には該当しない。 

※ 割当てを受ける者が当社に対して有する報酬請求権と、本新株予約権の払込金額の払込債務とが相殺され

るものとする。 

 

13.募集新株予約権を割り当てる日 

平成 27年７月 29日 

 

14.募集新株予約権と引換えにする金銭の払込みの期日 

平成 27年７月 29日 

 

15.募集新株予約権の行使請求および払込みの方法 

(1) 募集新株予約権を行使する場合には、当社が定める様式による「新株予約権行使請求書」に必要事項を記入し、

署名捺印のうえ、これを下記 16．に定める行使請求受付場所に提出するものとする。 

(2) 上記(1)の「新株予約権行使請求書」の提出とともに、各募集新株予約権の行使に際して出資される財産の価

額に行使に係る募集新株予約権数を乗じた金額の全額を、現金にて下記 17．に定める払込取扱場所の当社の

指定する口座に当社の指定する日時までに振り込むものとする。 

 

16.募集新株予約権の行使請求受付場所 

当社経理部（なお、行使請求受付けに係る業務担当につき変更が生じた場合には、当該業務を担当することとな

る部署とする。） 

 

17.募集新株予約権の行使に際する払込取扱場所 

みずほ銀行池袋支店（なお、当払込取扱場所が統合等により廃止した場合、その継承場所とする。） 

 

18.募集新株予約権の行使の効力発生時期等 

(1) 募集新株予約権を行使した新株予約権者は、会社法第 282条の規定に従い当社募集新株予約権の目的である株

式の株主となる。 

(2) 当社は、行使手続終了後直ちに、新株予約権者が予め当社の指定する金融商品取引業者等に開設した新株予約

権者名義の口座へ、新株予約権の行使により新株予約権者が取得する株式について記載または記録をするため

に必要な手続を行う。 

 

19.新株予約権にかかる新株予約権証券に関する事項 

当社は、新株予約権にかかる新株予約権証券を発行しないものとする。 

 

20.発行要項の公示 

当社は、その本店に募集新株予約権の発行要項（以下、「本要項」という。）の謄本を備え置き、その営業時間中、

新株予約権者の閲覧に供するものとする。 
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21.本要項の規定中読み替えその他の措置に伴う取扱い 

会社法その他の法令の規定等の改廃により、本要項の規定中読み替えその他の措置が必要となる場合には、会社

法の規定および本要項の趣旨に従い、これに関連する事項の取扱いについて、当社が適切と考える方法により、

本要項を変更できるものとし、かかる変更は本要項と一体をなすものとする。 

 

22.その他本募集新株予約権に関し、必要な事項は代表取締役に一任する。 

 

以  上 
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（別紙 5-1-3） 

共立印刷株式会社 2016年新株予約権の内容 

 

1.会社の商号 

共立印刷株式会社 

 

2.募集新株予約権の付与対象者と総数 

取締役（非常勤取締役を除く。） 350個 

     

3.募集新株予約権の目的である株式の種類および数 

募集新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各募集新株予約権の目的である株式の数（以下、

「付与株式数」という。）は 100株とする。 

なお、割当日後、当社が、当社普通株式につき、株式分割、株式無償割当てまたは株式併合を行う場合には、次

の算式により付与株式数の調整を行い、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。 

 

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割、株式無償割当てまたは株式併合の比率 

 

調整後付与株式数は、株式分割または株式無償割当ての場合は、当該株式分割または株式無償割当ての基準日の

翌日以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。ただし、剰余金の額を減少して資本金ま

たは準備金を増加する議案が当社株主総会において承認されることを条件として株式分割または株式無償割当て

が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割または株式無償割当てのための基準日とする場

合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日以降これを適用する。 

また、当社が吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合または当社が完全子会社となる株式

交換もしくは株式移転を行い新株予約権が承継される場合には、当社は、合併比率等に応じ、必要と認める付与

株式数の調整を行うことができる。 

付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに、必要な事項を新株予約権

原簿に記載された各募集新株予約権を保有する者（以下「新株予約権者」という。）に通知または公告する。ただ

し、当該適用の日の前日までに通知または公告を行うことができない場合には、以後速やかに通知または公告す

る。 

 

4.募集新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

各募集新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各募集新株予約権を行使することにより交付を

受けることができる株式１株当たりの払込金額１円に付与株式数を乗じた金額とする。 

 

5.募集新株予約権を行使することができる期間 

平成 28年８月５日から平成 58年８月４日までとする。 

 

6.募集新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事項 

(1) 募集新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第 17条第１

項に従い計算される資本金等増加限度額に 0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたとき

は、その端数を切り上げるものとする。 

(2) 募集新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記(1)記載の資本金

等増加限度額から上記(1)に定める増加する資本金の額を減じた額とする。 

 

7.募集新株予約権の譲渡制限 

募集新株予約権を譲渡により取得する場合は、当社取締役会の承認を要する。 

 

8.募集新株予約権の取得条項 

以下の(1)、(2)、(3)、(4)または(5)のいずれかの議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不

要の場合は、当社の取締役会決議がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社は無償で募集新株予約

権を取得することができる。 

(1) 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案 

(2) 当社が分割会社となる分割契約もしくは新設分割計画承認の議案 

(3) 当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議案 

(4) 当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要することについ

ての定めを設ける定款の変更承認の議案 

(5) 募集新株予約権の目的である株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要すること

または当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得することについての定めを設
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ける定款の変更承認の議案 

 

9.合併、吸収分割、新設分割、株式交換および株式移転をする場合の新株予約権の取扱いに関する事項 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割もしくは新設分割（それぞれ当社が分割会社

となる場合に限る。）、または株式交換もしくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る。）（以上

を総称して以下、「組織再編成行為」という。）をする場合において、組織再編成行為の効力発生日（吸収合併に

つき吸収合併の効力発生日、新設合併につき新設合併設立会社成立の日、吸収分割につき吸収分割の効力発生日、

新設分割につき新設分割設立会社成立の日、株式交換につき株式交換の効力発生日、および株式移転につき株式

移転設立完全親会社の成立の日をいう。）の直前において残存する募集新株予約権（以下、「残存新株予約権」と

いう。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第 236条第１項第８号のイからホまでに

掲げる株式会社（以下、「再編成対象会社」という。）の新株予約権を交付することとする。ただし、以下の条件

に沿って再編成対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割

計画、株式交換契約または株式移転計画において定めることを条件とする。 

(1) 交付する再編成対象会社の新株予約権の数 

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。 

(2) 新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の種類 

再編成対象会社の普通株式とする。 

(3) 新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数 

組織再編成行為の条件等を勘案の上、上記 3．に準じて決定する。 

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

① 交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、再編成後払込金額に上記(3)に従って

決定される当該各新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。 

② 再編成後払込金額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる再編成対

象会社の株式１株当たり１円とする。 

(5) 新株予約権を行使することができる期間 

上記 5.に定める募集新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編成行為の効力発生日のう

ちいずれか遅い日から、上記 5.に定める募集新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。 

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事項 

上記 6.に準じて決定する。 

(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編成対象会社の取締役会の決議による承認を要する。 

(8) 新株予約権の取得条項 

上記 8.に準じて決定する。 

(9) その他の新株予約権の行使の条件 

下記 11.に準じて決定する。 

 

10.募集新株予約権を行使した際に生ずる１株に満たない端数の取決め 

募集新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切り

捨てるものとする。 

 

11.その他の募集新株予約権の行使の条件 

(1) 新株予約権者は、当社の取締役の地位を喪失した日の翌日から 10 日間に限り募集新株予約権を行使するこ

とができる。 

(2) 新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使することができるものとする。かかる相続人による新

株予約権の行使の条件は、新株予約権割当契約に定めるところによる。 

 

12.募集新株予約権の払込金額の算定方法 

各募集新株予約権の払込金額は、次式のブラック・ショールズモデルにより以下の(2)から(7)の基礎数値に基づ

き算出した１株当たりのオプション価格（１円未満の端数は切り上げ）に付与株式数を乗じた金額とする。 
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(1) １株当たりのオプション価格（C ） 

(2) 株価（ S ）：平成 28 年８月４日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（当日に終値が

ない場合は、翌取引日の基準値段） 

(3) 行使価格（ X ）：１円 

(4) 予想残存期間（T ）：15年 

(5) ボラティリティ（ ）：11.5 年間（平成 17 年２月 16 日から平成 28 年８月４日まで）の各週の最終取引日

における当社普通株式の普通取引の終値に基づき算出した株価変動率 

(6) 無リスクの利子率（ r ）：残存年数が予想残存期間に対応する国債の利子率 

(7) 配当利回り（q ）：１株当たりの配当金（直近２期の実績配当金の単純平均値）÷上記(2)に定める株価 

(8) 標準正規分布の累積分布関数（  N ） 

※ 上記により算出される金額は募集新株予約権の公正価額であり、有利発行には該当しない。 

※ 割当てを受ける者が当社に対して有する報酬請求権と、本新株予約権の払込金額の払込債務とが相殺され

るものとする。 

 

13.募集新株予約権を割り当てる日 

平成 28年８月４日 

 

14.募集新株予約権と引換えにする金銭の払込みの期日 

平成 28年８月４日 

 

15.募集新株予約権の行使請求および払込みの方法 

(1) 募集新株予約権を行使する場合には、当社が定める様式による「新株予約権行使請求書」に必要事項を記入

し、署名捺印のうえ、これを下記 16．に定める行使請求受付場所に提出するものとする。 

(2) 上記(1)の「新株予約権行使請求書」の提出とともに、各募集新株予約権の行使に際して出資される財産の

価額に行使に係る募集新株予約権数を乗じた金額の全額を、現金にて下記 17．に定める払込取扱場所の当社

の指定する口座に当社の指定する日時までに振り込むものとする。 

 

16.募集新株予約権の行使請求受付場所 

当社経理部（なお、行使請求受付けに係る業務担当につき変更が生じた場合には、当該業務を担当することとな

る部署とする。） 

 

17.募集新株予約権の行使に際する払込取扱場所 

みずほ銀行池袋支店（なお、当払込取扱場所が統合等により廃止した場合、その継承場所とする。） 

 

18.募集新株予約権の行使の効力発生時期等 

(1) 募集新株予約権を行使した新株予約権者は、会社法第 282条の規定に従い当社募集新株予約権の目的である

株式の株主となる。 

(2) 当社は、行使手続終了後直ちに、新株予約権者が予め当社の指定する金融商品取引業者等に開設した新株予

約権者名義の口座へ、新株予約権の行使により新株予約権者が取得する株式について記載または記録をする

ために必要な手続を行う。 

 

19.新株予約権にかかる新株予約権証券に関する事項 

当社は、新株予約権にかかる新株予約権証券を発行しないものとする。 

 

20.発行要項の公示 

当社は、その本店に募集新株予約権の発行要項（以下、「本要項」という。）の謄本を備え置き、その営業時間中、

新株予約権者の閲覧に供するものとする。 

 

21.本要項の規定中読み替えその他の措置に伴う取扱い 

会社法その他の法令の規定等の改廃により、本要項の規定中読み替えその他の措置が必要となる場合には、会社

法の規定および本要項の趣旨に従い、これに関連する事項の取扱いについて、当社が適切と考える方法により、

本要項を変更できるものとし、かかる変更は本要項と一体をなすものとする。 
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22.その他本募集新株予約権に関し、必要な事項は代表取締役に一任する。 

 

以 上 
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（別紙 5-1-4） 

共立印刷株式会社 2017年新株予約権の内容 

 

1.会社の商号 

共立印刷株式会社 

 

2.募集新株予約権の付与対象者と総数 

取締役（非常勤取締役を除く。） 350個 

 

3.募集新株予約権の目的である株式の種類および数 

募集新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各募集新株予約権の目的である株式の数（以下、

「付与株式数」という。）は 100株とする。 

なお、割当日後、当社が、当社普通株式につき、株式分割、株式無償割当てまたは株式併合を行う場合には、次

の算式により付与株式数の調整を行い、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。 

 

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割、株式無償割当てまたは株式併合の比率 

 

調整後付与株式数は、株式分割または株式無償割当ての場合は、当該株式分割または株式無償割当ての基準日の

翌日以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。ただし、剰余金の額を減少して資本金ま

たは準備金を増加する議案が当社株主総会において承認されることを条件として株式分割または株式無償割当て

が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割または株式無償割当てのための基準日とする場

合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日以降これを適用する。また、当社が吸収合併もしく

は新設合併を行い新株予約権が承継される場合または当社が完全子会社となる株式交換もしくは株式移転を行い

新株予約権が承継される場合には、当社は、合併比率等に応じ、必要と認める付与株式数の調整を行うことがで

きる。 

付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに、必要な事項を新株予約権

原簿に記載された各募集新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」という。）に通知または公告する。た

だし、当該適用の日の前日までに通知または公告を行うことができない場合には、以後速やかに通知または公告

する。 

 

4.募集新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

各募集新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各募集新株予約権を行使することにより交付を

受けることができる株式１株当たりの払込金額１円に付与株式数を乗じた金額とする。 

 

5.募集新株予約権を行使することができる期間 

平成 29年８月４日から平成 59年８月３日までとする。 

 

6.募集新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事項 

(1) 募集新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第 17条第１

項に従い計算される資本金等増加限度額に 0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたとき

は、その端数を切り上げるものとする。 

(2) 募集新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記(1)記載の資本金

等増加限度額から上記(1)に定める増加する資本金の額を減じた額とする。 

 

7.募集新株予約権の譲渡制限 

募集新株予約権を譲渡により取得する場合は、当社取締役会の承認を要する。 

 

8.募集新株予約権の取得条項 

以下の(1)、(2)、(3)、(4)または(5)のいずれかの議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不

要の場合は、当社の取締役会決議がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社は無償で募集新株予約

権を取得することができる。 

(1) 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案 

(2) 当社が分割会社となる分割契約もしくは新設分割計画承認の議案 

(3) 当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議案 

(4) 当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要することについ

ての定めを設ける定款の変更承認の議案 

(5) 募集新株予約権の目的である株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要すること

または当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得することについての定めを設
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ける定款の変更承認の議案 

 

9.合併、吸収分割、新設分割、株式交換および株式移転をする場合の新株予約権の取扱いに関する事項 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割もしくは新設分割（それぞれ当社が分割会社

となる場合に限る。）、または株式交換もしくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る。）（以上

を総称して以下、「組織再編成行為」という。）をする場合において、組織再編成行為の効力発生日（吸収合併に

つき吸収合併の効力発生日、新設合併につき新設合併設立会社成立の日、吸収分割につき吸収分割の効力発生日、

新設分割につき新設分割設立会社成立の日、株式交換につき株式交換の効力発生日、および株式移転につき株式

移転設立完全親会社の成立の日をいう。）の直前において残存する募集新株予約権（以下、「残存新株予約権」と

いう。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第 236条第１項第８号のイからホまでに

掲げる株式会社（以下、「再編成対象会社」という。）の新株予約権を交付することとする。ただし、以下の条件

に沿って再編成対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割

計画、株式交換契約または株式移転計画において定めることを条件とする。 

(1) 交付する再編成対象会社の新株予約権の数 

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。 

(2) 新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の種類 

再編成対象会社の普通株式とする。 

(3) 新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数 

組織再編成行為の条件等を勘案の上、上記 3．に準じて決定する。 

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

① 交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、再編成後払込金額に上記(3)に従って

決定される当該各新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。 

② 再編成後払込金額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる再編成対

象会社の株式１株当たり１円とする。 

(5) 新株予約権を行使することができる期間 

上記 5.に定める募集新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編成行為の効力発生日のう

ちいずれか遅い日から、上記 5.に定める募集新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。 

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事項 

上記 6.に準じて決定する。 

(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編成対象会社の取締役会の決議による承認を要する。 

(8) 新株予約権の取得条項 

上記 8.に準じて決定する。 

(9) その他の新株予約権の行使の条件 

下記 11.に準じて決定する。 

 

10.募集新株予約権を行使した際に生ずる１株に満たない端数の取決め 

募集新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切り

捨てるものとする。 

 

11.その他の募集新株予約権の行使の条件 

(1) 新株予約権者は、当社の取締役の地位を喪失した日の翌日から 10 日間に限り募集新株予約権を行使するこ

とができる。 

(2) 新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使することができるものとする。かかる相続人による新

株予約権の行使の条件は、新株予約権割当契約に定めるところによる。 

 

12.募集新株予約権の払込金額の算定方法 

各募集新株予約権の払込金額は、次式のブラック・ショールズモデルにより以下の(2)から(7)の基礎数値に基づ

き算出した１株当たりのオプション価格（１円未満の端数は切り上げ）に付与株式数を乗じた金額とする。 
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(1) １株当たりのオプション価格（C ） 

(2) 株価（ S ）：平成 29 年８月３日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（当日に終値が

ない場合は、翌取引日の基準値段） 

(3) 行使価格（ X ）：１円 

(4) 予想残存期間（T ）：15年 

(5) ボラティリティ（ ）：12.5 年間（平成 17 年２月 16 日から平成 29 年８月３日まで）の各週の最終取引日

における当社普通株式の普通取引の終値に基づき算出した株価変動率 

(6) 無リスクの利子率（ r ）：残存年数が予想残存期間に対応する国債の利子率 

(7) 配当利回り（q ）：１株当たりの配当金（直近２期の実績配当金の単純平均値）÷上記(2)に定める株価 

(8) 標準正規分布の累積分布関数（  N ） 

※ 上記により算出される金額は募集新株予約権の公正価額であり、有利発行には該当しない。 

※ 割当てを受ける者が当社に対して有する報酬請求権と、本新株予約権の払込金額の払込債務とが相殺され

るものとする。 

 

13.募集新株予約権を割り当てる日 

平成 29年８月３日 

 

14.募集新株予約権と引換えにする金銭の払込みの期日 

平成 29年８月３日 

 

15.募集新株予約権の行使請求および払込みの方法 

(1) 募集新株予約権を行使する場合には、当社が定める様式による「新株予約権行使請求書」に必要事項を記入

し、署名捺印のうえ、これを下記 16．に定める行使請求受付場所に提出するものとする。 

(2) 上記(1)の「新株予約権行使請求書」の提出とともに、各募集新株予約権の行使に際して出資される財産の

価額に行使に係る募集新株予約権数を乗じた金額の全額を、現金にて下記 17．に定める払込取扱場所の当社

の指定する口座に当社の指定する日時までに振り込むものとする。 

 

16.募集新株予約権の行使請求受付場所 

当社経理部（なお、行使請求受付けに係る業務担当につき変更が生じた場合には、当該業務を担当することとな

る部署とする。） 

 

17.募集新株予約権の行使に際する払込取扱場所 

みずほ銀行池袋支店（なお、当払込取扱場所が統合等により廃止した場合、その継承場所とする。） 

 

18.募集新株予約権の行使の効力発生時期等 

(1) 募集新株予約権を行使した新株予約権者は、会社法第 282条の規定に従い当社募集新株予約権の目的である

株式の株主となる。 

(2) 当社は、行使手続終了後直ちに、新株予約権者が予め当社の指定する金融商品取引業者等に開設した新株予

約権者名義の口座へ、新株予約権の行使により新株予約権者が取得する株式について記載または記録をする

ために必要な手続を行う。 

 

19.新株予約権にかかる新株予約権証券に関する事項 

当社は、新株予約権にかかる新株予約権証券を発行しないものとする。 

 

20.発行要項の公示 

当社は、その本店に募集新株予約権の発行要項（以下、「本要項」という。）の謄本を備え置き、その営業時間中、

新株予約権者の閲覧に供するものとする。 

 

21.本要項の規定中読み替えその他の措置に伴う取扱い 

会社法その他の法令の規定等の改廃により、本要項の規定中読み替えその他の措置が必要となる場合には、会社

法の規定および本要項の趣旨に従い、これに関連する事項の取扱いについて、当社が適切と考える方法により、

本要項を変更できるものとし、かかる変更は本要項と一体をなすものとする。 
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22.その他本募集新株予約権に関し、必要な事項は代表取締役に一任する。 

 

以 上 
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（別紙 5-1-5） 

共立印刷株式会社 2018年新株予約権の内容 

 

1.会社の商号 

共立印刷株式会社 

 

2.募集新株予約権の付与対象者と総数 

取締役（非常勤取締役を除く。） 500個 

     

3.募集新株予約権の目的である株式の種類および数 

募集新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各募集新株予約権の目的である株式の数（以下、

「付与株式数」という。）は 100株とする。 

なお、割当日後、当社が、当社普通株式につき、株式分割、株式無償割当てまたは株式併合を行う場合には、次

の算式により付与株式数の調整を行い、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。 

 

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割、株式無償割当てまたは株式併合の比率 

 

調整後付与株式数は、株式分割または株式無償割当ての場合は、当該株式分割または株式無償割当ての基準日の

翌日以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。ただし、剰余金の額を減少して資本金ま

たは準備金を増加する議案が当社株主総会において承認されることを条件として株式分割または株式無償割当て

が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割または株式無償割当てのための基準日とする場

合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日以降これを適用する。また、当社が吸収合併もしく

は新設合併を行い新株予約権が承継される場合または当社が完全子会社となる株式交換もしくは株式移転を行い

新株予約権が承継される場合には、当社は、合併比率等に応じ、必要と認める付与株式数の調整を行うことがで

きる。 

付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに、必要な事項を新株予約権

原簿に記載された各募集新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」という。）に通知または公告する。た

だし、当該適用の日の前日までに通知または公告を行うことができない場合には、以後速やかに通知または公告

する。 

 

4.募集新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

各募集新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各募集新株予約権を行使することにより交付を

受けることができる株式１株当たりの払込金額１円に付与株式数を乗じた金額とする。 

 

5.募集新株予約権を行使することができる期間 

平成 30年８月３日から平成 60年８月２日までとする。 

  

6.募集新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事項 

(1) 募集新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第 17条第１

項に従い計算される資本金等増加限度額に 0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたとき

は、その端数を切り上げるものとする。 

(2) 募集新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記(1)記載の資本金

等増加限度額から上記(1)に定める増加する資本金の額を減じた額とする。 

 

7.募集新株予約権の譲渡制限 

募集新株予約権を譲渡により取得する場合は、当社取締役会の承認を要する。 

 

8.募集新株予約権の取得条項 

以下の(1)、(2)、(3)、(4)または(5)のいずれかの議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不

要の場合は、当社の取締役会決議がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社は無償で募集新株予約

権を取得することができる。 

(1) 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案 

(2) 当社が分割会社となる分割契約もしくは新設分割計画承認の議案 

(3) 当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議案 

(4) 当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要することについ

ての定めを設ける定款の変更承認の議案 

(5) 募集新株予約権の目的である株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要すること

または当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得することについての定めを設
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ける定款の変更承認の議案 

 

9.合併、吸収分割、新設分割、株式交換および株式移転をする場合の新株予約権の取扱いに関する事項 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割もしくは新設分割（それぞれ当社が分割会社

となる場合に限る。）、または株式交換もしくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る。）（以上

を総称して以下、「組織再編成行為」という。）をする場合において、組織再編成行為の効力発生日（吸収合併に

つき吸収合併の効力発生日、新設合併につき新設合併設立会社成立の日、吸収分割につき吸収分割の効力発生日、

新設分割につき新設分割設立会社成立の日、株式交換につき株式交換の効力発生日、および株式移転につき株式

移転設立完全親会社の成立の日をいう。）の直前において残存する募集新株予約権（以下、「残存新株予約権」と

いう。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第 236条第１項第８号のイからホまでに

掲げる株式会社（以下、「再編成対象会社」という。）の新株予約権を交付することとする。ただし、以下の条件

に沿って再編成対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割

計画、株式交換契約または株式移転計画において定めることを条件とする。 

(1) 交付する再編成対象会社の新株予約権の数 

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。 

(2) 新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の種類 

再編成対象会社の普通株式とする。 

(3) 新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数 

組織再編成行為の条件等を勘案の上、上記 3．に準じて決定する。 

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

① 交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、再編成後払込金額に上記(3)に従って

決定される当該各新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。 

② 再編成後払込金額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる再編成対

象会社の株式１株当たり１円とする。 

(5) 新株予約権を行使することができる期間 

上記 5.に定める募集新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編成行為の効力発生日のう

ちいずれか遅い日から、上記 5.に定める募集新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。 

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事項 

上記 6.に準じて決定する。 

(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編成対象会社の取締役会の決議による承認を要する。 

(8) 新株予約権の取得条項 

上記 8.に準じて決定する。 

(9) その他の新株予約権の行使の条件 

下記 11.に準じて決定する。 

 

10.募集新株予約権を行使した際に生ずる１株に満たない端数の取決め 

募集新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切り

捨てるものとする。 

 

11.その他の募集新株予約権の行使の条件 

(1) 新株予約権者は、当社の取締役の地位を喪失した日の翌日から 10日間に限り募集新株予約権を行使すること

ができる。 

(2) 新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使することができるものとする。かかる相続人による新

株予約権の行使の条件は、新株予約権割当契約に定めるところによる。 

 

12.募集新株予約権の払込金額の算定方法 

各募集新株予約権の払込金額は、次式のブラック・ショールズモデルにより以下の(2)から(7)の基礎数値に基づ

き算出した１株当たりのオプション価格（１円未満の端数は切り上げ）に付与株式数を乗じた金額とする。 
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(1) １株当たりのオプション価格（C ） 

(2) 株価（ S ）：平成 30 年８月２日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（当日に終値が

ない場合は、翌取引日の基準値段） 

(3) 行使価格（ X ）：１円 

(4) 予想残存期間（T ）：15年 

(5) ボラティリティ（ ）：13.5 年間（平成 17 年２月 16 日から平成 30 年８月２日まで）の各週の最終取引日

における当社普通株式の普通取引の終値に基づき算出した株価変動率 

(6) 無リスクの利子率（ r ）：残存年数が予想残存期間に対応する国債の利子率 

(7) 配当利回り（q ）：１株当たりの配当金（直近２期の実績配当金の単純平均値）÷上記(2)に定める株価 

(8) 標準正規分布の累積分布関数（  N ） 

※ 上記により算出される金額は募集新株予約権の公正価額であり、有利発行には該当しない。 

※ 割当てを受ける者が当社に対して有する報酬請求権と、本新株予約権の払込金額の払込債務とが相殺され

るものとする。 

 

13.募集新株予約権を割り当てる日 

平成 30年８月２日 

 

14.募集新株予約権と引換えにする金銭の払込みの期日 

平成 30年８月２日 

 

15.募集新株予約権の行使請求および払込みの方法 

(1) 募集新株予約権を行使する場合には、当社が定める様式による「新株予約権行使請求書」に必要事項を記入

し、署名捺印のうえ、これを下記 16．に定める行使請求受付場所に提出するものとする。 

(2) 上記(1)の「新株予約権行使請求書」の提出とともに、各募集新株予約権の行使に際して出資される財産の

価額に行使に係る募集新株予約権数を乗じた金額の全額を、現金にて下記 17．に定める払込取扱場所の当社

の指定する口座に当社の指定する日時までに振り込むものとする。 

 

16.募集新株予約権の行使請求受付場所 

当社経理部（なお、行使請求受付けに係る業務担当につき変更が生じた場合には、当該業務を担当することとな

る部署とする。） 

 

17.募集新株予約権の行使に際する払込取扱場所 

みずほ銀行池袋支店（なお、当払込取扱場所が統合等により廃止した場合、その継承場所とする。） 

 

18.募集新株予約権の行使の効力発生時期等 

(1) 募集新株予約権を行使した新株予約権者は、会社法第 282条の規定に従い当社募集新株予約権の目的である

株式の株主となる。 

(2) 当社は、行使手続終了後直ちに、新株予約権者が予め当社の指定する金融商品取引業者等に開設した新株予

約権者名義の口座へ、新株予約権の行使により新株予約権者が取得する株式について記載または記録をする

ために必要な手続を行う。 

 

19.新株予約権にかかる新株予約権証券に関する事項 

当社は、新株予約権にかかる新株予約権証券を発行しないものとする。 

 

20.発行要項の公示 

当社は、その本店に募集新株予約権の発行要項（以下、「本要項」という。）の謄本を備え置き、その営業時間中、

新株予約権者の閲覧に供するものとする。 

 

21.本要項の規定中読み替えその他の措置に伴う取扱い 

会社法その他の法令の規定等の改廃により、本要項の規定中読み替えその他の措置が必要となる場合には、会社

法の規定および本要項の趣旨に従い、これに関連する事項の取扱いについて、当社が適切と考える方法により、

本要項を変更できるものとし、かかる変更は本要項と一体をなすものとする。 
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22.その他本募集新株予約権に関し、必要な事項は代表取締役に一任する。 

 

 

以 上 
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（別紙 5-1-6） 

共立印刷株式会社 2019年新株予約権の内容 

 

1.会社の商号 

共立印刷株式会社 

 

2.募集新株予約権の付与対象者と総数 

取締役（非常勤取締役を除く。） 400個 

 

3.募集新株予約権の目的である株式の種類および数 

募集新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各募集新株予約権の目的である株式の数（以下、

「付与株式数」という。）は 100株とする。 

なお、割当日後、当社が、当社普通株式につき、株式分割、株式無償割当てまたは株式併合を行う場合には、次

の算式により付与株式数の調整を行い、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。 

 

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割、株式無償割当てまたは株式併合の比率 

 

調整後付与株式数は、株式分割または株式無償割当ての場合は、当該株式分割または株式無償割当ての基準日の

翌日以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。ただし、剰余金の額を減少して資本金ま

たは準備金を増加する議案が当社株主総会において承認されることを条件として株式分割または株式無償割当て

が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割または株式無償割当てのための基準日とする場

合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日以降これを適用する。 

また、当社が吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合または当社が完全子会社となる株式

交換もしくは株式移転を行い新株予約権が承継される場合には、当社は、合併比率等に応じ、必要と認める付与

株式数の調整を行うことができる。 

付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに、必要な事項を新株予約権

原簿に記載された各募集新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」という。）に通知または公告する。た

だし、当該適用の日の前日までに通知または公告を行うことができない場合には、以後速やかに通知または公告

する。 

 

4.募集新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

各募集新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各募集新株予約権を行使することにより交付を

受けることができる株式１株当たりの払込金額１円に付与株式数を乗じた金額とする。 

 

5.募集新株予約権を行使することができる期間 

2019年８月２日から 2049年８月１日までとする。 

 

6.募集新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事項 

(1) 募集新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第 17条第１

項に従い計算される資本金等増加限度額に 0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたときは、

その端数を切り上げるものとする。 

(2) 募集新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記(1)記載の資本金

等増加限度額から上記(1)に定める増加する資本金の額を減じた額とする。 

 

7.募集新株予約権の譲渡制限 

募集新株予約権を譲渡により取得する場合は、当社取締役会の承認を要する。 

 

8.募集新株予約権の取得条項 

以下の(1)、(2)、(3)、(4)または(5)のいずれかの議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不

要の場合は、当社の取締役会決議がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社は無償で募集新株予約

権を取得することができる。 

(1) 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案 

(2) 当社が分割会社となる分割契約もしくは新設分割計画承認の議案 

(3) 当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議案 

(4) 当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要することについ

ての定めを設ける定款の変更承認の議案 

(5) 募集新株予約権の目的である株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要すること

または当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得することについての定めを設
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ける定款の変更承認の議案 

 

9.合併、吸収分割、新設分割、株式交換および株式移転をする場合の新株予約権の取扱いに関する事項 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割もしくは新設分割（それぞれ当社が分割会社

となる場合に限る。）、または株式交換もしくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る。）（以上

を総称して以下、「組織再編成行為」という。）をする場合において、組織再編成行為の効力発生日（吸収合併に

つき吸収合併の効力発生日、新設合併につき新設合併設立会社成立の日、吸収分割につき吸収分割の効力発生日、

新設分割につき新設分割設立会社成立の日、株式交換につき株式交換の効力発生日、および株式移転につき株式

移転設立完全親会社の成立の日をいう。）の直前において残存する募集新株予約権（以下、「残存新株予約権」と

いう。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第 236条第１項第８号のイからホまでに

掲げる株式会社（以下、「再編成対象会社」という。）の新株予約権を交付することとする。ただし、以下の条件

に沿って再編成対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割

計画、株式交換契約または株式移転計画において定めることを条件とする。 

(1) 交付する再編成対象会社の新株予約権の数 

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。 

(2) 新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の種類 

再編成対象会社の普通株式とする。 

(3) 新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数 

組織再編成行為の条件等を勘案の上、上記 3．に準じて決定する。 

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

① 交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、再編成後払込金額に上記(3)に従って

決定される当該各新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。 

② 再編成後払込金額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる再編成対

象会社の株式１株当たり１円とする。 

(5) 新株予約権を行使することができる期間 

上記 5.に定める募集新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編成行為の効力発生日のう

ちいずれか遅い日から、上記 5.に定める募集新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。 

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事項 

上記 6.に準じて決定する。 

(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編成対象会社の取締役会の決議による承認を要する。 

(8) 新株予約権の取得条項 

上記 8.に準じて決定する。 

(9) その他の新株予約権の行使の条件 

下記 11.に準じて決定する。 

 

10.募集新株予約権を行使した際に生ずる１株に満たない端数の取決め 

募集新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切り

捨てるものとする。 

 

11.その他の募集新株予約権の行使の条件 

(1) 新株予約権者は、当社の取締役の地位を喪失した日の翌日から 10 日間に限り募集新株予約権を行使するこ

とができる。 

(2) 新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使することができるものとする。かかる相続人による新

株予約権の行使の条件は、新株予約権割当契約に定めるところによる。 

 

12.募集新株予約権の払込金額の算定方法 

各募集新株予約権の払込金額は、次式のブラック・ショールズモデルにより以下の(2)から(7)の基礎数値に基づ

き算出した１株当たりのオプション価格（１円未満の端数は切り上げ）に付与株式数を乗じた金額とする。 
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(1) １株当たりのオプション価格（C ） 

(2) 株価（ S ）：2019年８月１日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（当日に終値がない

場合は、翌取引日の基準値段） 

(3) 行使価格（ X ）：１円 

(4) 予想残存期間（T ）：15年 

(5) ボラティリティ（ ）：14.5 年間（2005 年２月 16 日から 2019 年８月１日まで）の各週の最終取引日にお

ける当社普通株式の普通取引の終値に基づき算出した株価変動率 

(6) 無リスクの利子率（ r ）：残存年数が予想残存期間に対応する国債の利子率 

(7) 配当利回り（q ）：１株当たりの配当金（直近２期の実績配当金の単純平均値）÷上記(2)に定める株価 

(8) 標準正規分布の累積分布関数（  N ） 

※ 上記により算出される金額は募集新株予約権の公正価額であり、有利発行には該当しない。 

※ 割当てを受ける者が当社に対して有する報酬請求権と、本新株予約権の払込金額の払込債務とが相殺され

るものとする。 

 

13.募集新株予約権を割り当てる日 

2019年８月１日 

 

14.募集新株予約権と引換えにする金銭の払込みの期日 

2019年８月１日 

 

15.募集新株予約権の行使請求および払込みの方法 

(1) 募集新株予約権を行使する場合には、当社が定める様式による「新株予約権行使請求書」に必要事項を記入

し、署名捺印のうえ、これを下記 16．に定める行使請求受付場所に提出するものとする。 

(2) 上記(1)の「新株予約権行使請求書」の提出とともに、各募集新株予約権の行使に際して出資される財産の

価額に行使に係る募集新株予約権数を乗じた金額の全額を、現金にて下記 17．に定める払込取扱場所の当社

の指定する口座に当社の指定する日時までに振り込むものとする。 

 

16.募集新株予約権の行使請求受付場所 

当社経理部（なお、行使請求受付けに係る業務担当につき変更が生じた場合には、当該業務を担当することとな

る部署とする。） 

 

17.募集新株予約権の行使に際する払込取扱場所 

みずほ銀行池袋支店（なお、当払込取扱場所が統合等により廃止した場合、その継承場所とする。） 

 

18.募集新株予約権の行使の効力発生時期等 

(1) 募集新株予約権を行使した新株予約権者は、会社法第 282条の規定に従い当社募集新株予約権の目的である

株式の株主となる。 

(2) 当社は、行使手続終了後直ちに、新株予約権者が予め当社の指定する金融商品取引業者等に開設した新株予

約権者名義の口座へ、新株予約権の行使により新株予約権者が取得する株式について記載または記録をする

ために必要な手続を行う。 

 

19.新株予約権にかかる新株予約権証券に関する事項 

当社は、新株予約権にかかる新株予約権証券を発行しないものとする。 

 

20.発行要項の公示 

当社は、その本店に募集新株予約権の発行要項（以下、「本要項」という。）の謄本を備え置き、その営業時間中、

新株予約権者の閲覧に供するものとする。 

 

21.本要項の規定中読み替えその他の措置に伴う取扱い 

会社法その他の法令の規定等の改廃により、本要項の規定中読み替えその他の措置が必要となる場合には、会社

法の規定および本要項の趣旨に従い、これに関連する事項の取扱いについて、当社が適切と考える方法により、

本要項を変更できるものとし、かかる変更は本要項と一体をなすものとする。 
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22.その他本募集新株予約権に関し、必要な事項は代表取締役に一任する。 

 

 

以 上 
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（別紙 5-2-1） 

株式会社ＫＹＯＲＩＴＳＵ第１回新株予約権の内容 

 

1.会社の商号 

株式会社ＫＹＯＲＩＴＳＵ 

 

2.募集新株予約権の付与対象者と総数 

共立印刷株式会社 2014年新株予約権の新株予約権者 350個 

   

3.募集新株予約権の目的である株式の種類および数 

募集新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各募集新株予約権の目的である株式の数（以下、

「付与株式数」という。）は 100株とする。 

なお、割当日後、当社が、当社普通株式につき、株式分割、株式無償割当てまたは株式併合を行う場合には、次

の算式により付与株式数の調整を行い、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。 

 

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割、株式無償割当てまたは株式併合の比率 

 

調整後付与株式数は、株式分割または株式無償割当ての場合は、当該株式分割または株式無償割当ての基準日の

翌日以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。ただし、剰余金の額を減少して資本金ま

たは準備金を増加する議案が当社株主総会において承認されることを条件として株式分割または株式無償割当て

が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割または株式無償割当てのための基準日とする場

合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日以降これを適用する。 

また、当社が吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合または当社が完全子会社となる株式

交換もしくは株式移転を行い新株予約権が承継される場合には、当社は、合併比率等に応じ、必要と認める付与

株式数の調整を行うことができる。 

付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに、必要な事項を新株予約権

原簿に記載された各募集新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」という。）に通知または公告する。た

だし、当該適用の日の前日までに通知または公告を行うことができない場合には、以後速やかに通知または公告

する。 

 

4.募集新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

各募集新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各募集新株予約権を行使することにより交付を受

けることができる株式１株当たりの払込金額１円に付与株式数を乗じた金額とする。 

 

5.募集新株予約権を行使することができる期間 

2022年 10月１日から 2044年７月 30日 

 

6.募集新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事項 

(1) 募集新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第 17条第１

項に従い計算される資本金等増加限度額に 0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたとき

は、その端数を切り上げるものとする。 
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(2) 募集新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記(1)記載の資

本金等増加限度額から上記(1)に定める増加する資本金の額を減じた額とする。 

 

7.募集新株予約権の譲渡制限 

募集新株予約権を譲渡により取得する場合は、当社取締役会の承認を要する。 

 

8.募集新株予約権の取得条項 

以下の(1)、(2)、(3)、(4)または(5)のいずれかの議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不

要の場合は、当社の取締役会決議がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社は無償で募集新株予約権

を取得することができる。 

(1) 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案 

(2) 当社が分割会社となる分割契約もしくは新設分割計画承認の議案 

(3) 当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議案 

(4) 当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要することについ

ての定めを設ける定款の変更承認の議案 

(5) 募集新株予約権の目的である株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要すること

または当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得することについての定めを設

ける定款の変更承認の議案 

 

9.合併、吸収分割、新設分割、株式交換および株式移転をする場合の新株予約権の取扱いに関する事項 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割もしくは新設分割（それぞれ当社が分割会社

となる場合に限る。）、または株式交換もしくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る。）（以上

を総称して以下、「組織再編成行為」という。）をする場合において、組織再編成行為の効力発生日（吸収合併に

つき吸収合併の効力発生日、新設合併につき新設合併設立会社成立の日、吸収分割につき吸収分割の効力発生日、

新設分割につき新設分割設立会社成立の日、株式交換につき株式交換の効力発生日、および株式移転につき株式

移転設立完全親会社の成立の日をいう。）の直前において残存する募集新株予約権（以下、「残存新株予約権」と

いう。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第 236条第１項第８号のイからホまでに

掲げる株式会社（以下、「再編成対象会社」という。）の新株予約権を交付することとする。ただし、以下の条件

に沿って再編成対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割

計画、株式交換契約または株式移転計画において定めることを条件とする。 

(1) 交付する再編成対象会社の新株予約権の数 

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。 

(2) 新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の種類 

再編成対象会社の普通株式とする。 

(3) 新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数 

組織再編成行為の条件等を勘案の上、上記 3．に準じて決定する。 

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

① 交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、再編成後払込金額に上記(3)に従って決

定される当該各新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。 

② 再編成後払込金額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる再編成対
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象会社の株式１株当たり１円とする。 

(5) 新株予約権を行使することができる期間 

上記 5.に定める募集新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編成行為の効力発生日のう

ちいずれか遅い日から、上記 5.に定める募集新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。 

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事項 

上記 6.に準じて決定する。 

(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編成対象会社の取締役会の決議による承認を要する。 

(8) 新株予約権の取得条項 

上記 8.に準じて決定する。 

(9) その他の新株予約権の行使の条件 

下記 11.に準じて決定する。 

 

10.募集新株予約権を行使した際に生ずる１株に満たない端数の取決め 

募集新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切り捨

てるものとする。 

 

11.その他の募集新株予約権の行使の条件 

(1) 新株予約権者は、当社の取締役の地位を喪失した日の翌日から 10 日間に限り募集新株予約権を行使すること

ができる。 

(2) 新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使することができるものとする。かかる相続人による新株

予約権の行使の条件は、新株予約権割当契約に定めるところによる。 

 

12.募集新株予約権を割り当てる日 

2022年 10月１日 

 

13.募集新株予約権の行使請求および払込みの方法 

(1) 募集新株予約権を行使する場合には、当社が定める様式による「新株予約権行使請求書」に必要事項を記入し、

署名捺印のうえ、これを下記 14．に定める行使請求受付場所に提出するものとする。 

(2) 上記(1)の「新株予約権行使請求書」の提出とともに、各募集新株予約権の行使に際して出資される財産の価

額に行使に係る募集新株予約権数を乗じた金額の全額を、現金にて下記 15．に定める払込取扱場所の当社の

指定する口座に当社の指定する日時までに振り込むものとする。 

 

14.募集新株予約権の行使請求受付場所 

当社経理部（なお、行使請求受付けに係る業務担当につき変更が生じた場合には、当該業務を担当することとな

る部署とする。） 

 

15.募集新株予約権の行使に際する払込取扱場所 

みずほ銀行池袋支店（なお、当払込取扱場所が統合等により廃止した場合、その継承場所とする。） 
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16.募集新株予約権の行使の効力発生時期等 

(1) 募集新株予約権を行使した新株予約権者は、会社法第 282条の規定に従い当社募集新株予約権の目的である株

式の株主となる。 

(2) 当社は、行使手続終了後直ちに、新株予約権者が予め当社の指定する金融商品取引業者等に開設した新株予約

権者名義の口座へ、新株予約権の行使により新株予約権者が取得する株式について記載または記録をするため

に必要な手続を行う。 

 

17.新株予約権にかかる新株予約権証券に関する事項 

当社は、新株予約権にかかる新株予約権証券を発行しないものとする。 

 

18.本要項の規定中読み替えその他の措置に伴う取扱い 

会社法その他の法令の規定等の改廃により、本要項の規定中読み替えその他の措置が必要となる場合には、会社

法の規定および本要項の趣旨に従い、これに関連する事項の取扱いについて、当社が適切と考える方法により、

本要項を変更できるものとし、かかる変更は本要項と一体をなすものとする。 

 

19.発行要項の公示 

当社は、その本店に募集新株予約権の発行要項の謄本を備え置き、その営業時間中、新株予約権者の閲覧に供す

るものとする。 

 

20.その他本募集新株予約権に関し、必要な事項は代表取締役に一任する。 

 

 

以  上 
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（別紙 5-2-2） 

株式会社ＫＹＯＲＩＴＳＵ第２回新株予約権の内容 

 

1.会社の商号 

株式会社ＫＹＯＲＩＴＳＵ 

 

2.募集新株予約権の付与対象者と総数 

共立印刷株式会社 2015年新株予約権の新株予約権者 350個 

 

3.募集新株予約権の目的である株式の種類および数 

募集新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各募集新株予約権の目的である株式の数（以下、

「付与株式数」という。）は 100株とする。 

なお、割当日後、当社が、当社普通株式につき、株式分割、株式無償割当てまたは株式併合を行う場合には、次

の算式により付与株式数の調整を行い、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。 

 

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割、株式無償割当てまたは株式併合の比率 

 

調整後付与株式数は、株式分割または株式無償割当ての場合は、当該株式分割または株式無償割当ての基準日の

翌日以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。ただし、剰余金の額を減少して資本金ま

たは準備金を増加する議案が当社株主総会において承認されることを条件として株式分割または株式無償割当て

が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割または株式無償割当てのための基準日とする場

合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日以降これを適用する。 

また、当社が吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合または当社が完全子会社となる株式

交換もしくは株式移転を行い新株予約権が承継される場合には、当社は、合併比率等に応じ、必要と認める付与

株式数の調整を行うことができる。 

付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに、必要な事項を新株予約権

原簿に記載された各募集新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」という。）に通知または公告する。た

だし、当該適用の日の前日までに通知または公告を行うことができない場合には、以後速やかに通知または公告

する。 

 

4.募集新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

各募集新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各募集新株予約権を行使することにより交付を受

けることができる株式１株当たりの払込金額１円に付与株式数を乗じた金額とする。 

 

5.募集新株予約権を行使することができる期間 

2022年 10月１日から 2045年７月 29日 

 

6.募集新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事項 

(1) 募集新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第 17条第１

項に従い計算される資本金等増加限度額に 0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたとき

は、その端数を切り上げるものとする。 
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(2) 募集新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記(1)記載の資

本金等増加限度額から上記(1)に定める増加する資本金の額を減じた額とする。 

 

7.募集新株予約権の譲渡制限 

募集新株予約権を譲渡により取得する場合は、当社取締役会の承認を要する。 

 

8.募集新株予約権の取得条項 

以下の(1)、(2)、(3)、(4)または(5)のいずれかの議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不

要の場合は、当社の取締役会決議がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社は無償で募集新株予約権

を取得することができる。 

(1) 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案 

(2) 当社が分割会社となる分割契約もしくは新設分割計画承認の議案 

(3) 当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議案 

(4) 当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要することについ

ての定めを設ける定款の変更承認の議案 

(5) 募集新株予約権の目的である株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要すること

または当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得することについての定めを設

ける定款の変更承認の議案 

 

9.合併、吸収分割、新設分割、株式交換および株式移転をする場合の新株予約権の取扱いに関する事項 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割もしくは新設分割（それぞれ当社が分割会社

となる場合に限る。）、または株式交換もしくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る。）（以上

を総称して以下、「組織再編成行為」という。）をする場合において、組織再編成行為の効力発生日（吸収合併に

つき吸収合併の効力発生日、新設合併につき新設合併設立会社成立の日、吸収分割につき吸収分割の効力発生日、

新設分割につき新設分割設立会社成立の日、株式交換につき株式交換の効力発生日、および株式移転につき株式

移転設立完全親会社の成立の日をいう。）の直前において残存する募集新株予約権（以下、「残存新株予約権」と

いう。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第 236条第１項第８号のイからホまでに

掲げる株式会社（以下、「再編成対象会社」という。）の新株予約権を交付することとする。ただし、以下の条件

に沿って再編成対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割

計画、株式交換契約または株式移転計画において定めることを条件とする。 

(1) 交付する再編成対象会社の新株予約権の数 

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。 

(2) 新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の種類 

再編成対象会社の普通株式とする。 

(3) 新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数 

組織再編成行為の条件等を勘案の上、上記 3．に準じて決定する。 

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

① 交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、再編成後払込金額に上記(3)に従って決

定される当該各新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。 

② 再編成後払込金額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる再編成対
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象会社の株式１株当たり１円とする。 

(5) 新株予約権を行使することができる期間 

上記 5.に定める募集新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編成行為の効力発生日のう

ちいずれか遅い日から、上記 5.に定める募集新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。 

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事項 

上記 6.に準じて決定する。 

(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編成対象会社の取締役会の決議による承認を要する。 

(8) 新株予約権の取得条項 

上記 8.に準じて決定する。 

(9) その他の新株予約権の行使の条件 

下記 11.に準じて決定する。 

 

10.募集新株予約権を行使した際に生ずる１株に満たない端数の取決め 

募集新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切り捨

てるものとする。 

 

11.その他の募集新株予約権の行使の条件 

(1) 新株予約権者は、当社の取締役の地位を喪失した日の翌日から 10 日間に限り募集新株予約権を行使すること

ができる。 

(2) 新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使することができるものとする。かかる相続人による新株

予約権の行使の条件は、新株予約権割当契約に定めるところによる。 

 

12.募集新株予約権を割り当てる日 

2022年 10月１日 

 

13.募集新株予約権の行使請求および払込みの方法 

(1) 募集新株予約権を行使する場合には、当社が定める様式による「新株予約権行使請求書」に必要事項を記入し、

署名捺印のうえ、これを下記 14．に定める行使請求受付場所に提出するものとする。 

(2) 上記(1)の「新株予約権行使請求書」の提出とともに、各募集新株予約権の行使に際して出資される財産の価

額に行使に係る募集新株予約権数を乗じた金額の全額を、現金にて下記 15．に定める払込取扱場所の当社の

指定する口座に当社の指定する日時までに振り込むものとする。 

 

14.募集新株予約権の行使請求受付場所 

当社経理部（なお、行使請求受付けに係る業務担当につき変更が生じた場合には、当該業務を担当することとな

る部署とする。） 

 

15.募集新株予約権の行使に際する払込取扱場所 

みずほ銀行池袋支店（なお、当払込取扱場所が統合等により廃止した場合、その継承場所とする。） 
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16.募集新株予約権の行使の効力発生時期等 

(1) 募集新株予約権を行使した新株予約権者は、会社法第 282条の規定に従い当社募集新株予約権の目的である株

式の株主となる。 

(2) 当社は、行使手続終了後直ちに、新株予約権者が予め当社の指定する金融商品取引業者等に開設した新株予約

権者名義の口座へ、新株予約権の行使により新株予約権者が取得する株式について記載または記録をするため

に必要な手続を行う。 

 

17.新株予約権にかかる新株予約権証券に関する事項 

当社は、新株予約権にかかる新株予約権証券を発行しないものとする。 

 

18.発行要項の公示 

当社は、その本店に募集新株予約権の発行要項（以下、「本要項」という。）の謄本を備え置き、その営業時間中、

新株予約権者の閲覧に供するものとする。 

 

19.本要項の規定中読み替えその他の措置に伴う取扱い 

会社法その他の法令の規定等の改廃により、本要項の規定中読み替えその他の措置が必要となる場合には、会社

法の規定および本要項の趣旨に従い、これに関連する事項の取扱いについて、当社が適切と考える方法により、

本要項を変更できるものとし、かかる変更は本要項と一体をなすものとする。 

 

20.その他本募集新株予約権に関し、必要な事項は代表取締役に一任する。 

 

以  上 
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（別紙 5-2-3） 

株式会社ＫＹＯＲＩＴＳＵ第３回新株予約権の内容 

 

1.会社の商号 

株式会社ＫＹＯＲＩＴＳＵ 

 

2.募集新株予約権の付与対象者と総数 

共立印刷株式会社 2016年新株予約権の新株予約権者 350個 

     

3.募集新株予約権の目的である株式の種類および数 

募集新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各募集新株予約権の目的である株式の数（以下、

「付与株式数」という。）は 100株とする。 

なお、割当日後、当社が、当社普通株式につき、株式分割、株式無償割当てまたは株式併合を行う場合には、次

の算式により付与株式数の調整を行い、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。 

 

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割、株式無償割当てまたは株式併合の比率 

 

調整後付与株式数は、株式分割または株式無償割当ての場合は、当該株式分割または株式無償割当ての基準日の

翌日以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。ただし、剰余金の額を減少して資本金ま

たは準備金を増加する議案が当社株主総会において承認されることを条件として株式分割または株式無償割当て

が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割または株式無償割当てのための基準日とする場

合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日以降これを適用する。 

また、当社が吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合または当社が完全子会社となる株式

交換もしくは株式移転を行い新株予約権が承継される場合には、当社は、合併比率等に応じ、必要と認める付与

株式数の調整を行うことができる。 

付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに、必要な事項を新株予約権

原簿に記載された各募集新株予約権を保有する者（以下「新株予約権者」という。）に通知または公告する。ただ

し、当該適用の日の前日までに通知または公告を行うことができない場合には、以後速やかに通知または公告す

る。 

 

4.募集新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

各募集新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各募集新株予約権を行使することにより交付を

受けることができる株式１株当たりの払込金額１円に付与株式数を乗じた金額とする。 

 

5.募集新株予約権を行使することができる期間 

2022年 10月１日から 2046年８月４日までとする。 

 

6.募集新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事項 

(1) 募集新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第 17条第１

項に従い計算される資本金等増加限度額に 0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたとき

は、その端数を切り上げるものとする。 

(2) 募集新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記(1)記載の資本金

等増加限度額から上記(1)に定める増加する資本金の額を減じた額とする。 

 

7.募集新株予約権の譲渡制限 

募集新株予約権を譲渡により取得する場合は、当社取締役会の承認を要する。 

 

8.募集新株予約権の取得条項 

以下の(1)、(2)、(3)、(4)または(5)のいずれかの議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不

要の場合は、当社の取締役会決議がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社は無償で募集新株予約

権を取得することができる。 

(1) 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案 

(2) 当社が分割会社となる分割契約もしくは新設分割計画承認の議案 

(3) 当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議案 

(4) 当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要することについ

ての定めを設ける定款の変更承認の議案 

(5) 募集新株予約権の目的である株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要すること

または当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得することについての定めを設
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ける定款の変更承認の議案 

 

9.合併、吸収分割、新設分割、株式交換および株式移転をする場合の新株予約権の取扱いに関する事項 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割もしくは新設分割（それぞれ当社が分割会社

となる場合に限る。）、または株式交換もしくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る。）（以上

を総称して以下、「組織再編成行為」という。）をする場合において、組織再編成行為の効力発生日（吸収合併に

つき吸収合併の効力発生日、新設合併につき新設合併設立会社成立の日、吸収分割につき吸収分割の効力発生日、

新設分割につき新設分割設立会社成立の日、株式交換につき株式交換の効力発生日、および株式移転につき株式

移転設立完全親会社の成立の日をいう。）の直前において残存する募集新株予約権（以下、「残存新株予約権」と

いう。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第 236条第１項第８号のイからホまでに

掲げる株式会社（以下、「再編成対象会社」という。）の新株予約権を交付することとする。ただし、以下の条件

に沿って再編成対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割

計画、株式交換契約または株式移転計画において定めることを条件とする。 

(1) 交付する再編成対象会社の新株予約権の数 

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。 

(2) 新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の種類 

再編成対象会社の普通株式とする。 

(3) 新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数 

組織再編成行為の条件等を勘案の上、上記 3．に準じて決定する。 

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

① 交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、再編成後払込金額に上記(3)に従って

決定される当該各新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。 

② 再編成後払込金額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる再編成対

象会社の株式１株当たり１円とする。 

(5) 新株予約権を行使することができる期間 

上記 5.に定める募集新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編成行為の効力発生日のう

ちいずれか遅い日から、上記 5.に定める募集新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。 

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事項 

上記 6.に準じて決定する。 

(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編成対象会社の取締役会の決議による承認を要する。 

(8) 新株予約権の取得条項 

上記 8.に準じて決定する。 

(9) その他の新株予約権の行使の条件 

下記 11.に準じて決定する。 

 

10.募集新株予約権を行使した際に生ずる１株に満たない端数の取決め 

募集新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切り

捨てるものとする。 

 

11.その他の募集新株予約権の行使の条件 

(1) 新株予約権者は、当社の取締役の地位を喪失した日の翌日から 10 日間に限り募集新株予約権を行使するこ

とができる。 

(2) 新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使することができるものとする。かかる相続人による新

株予約権の行使の条件は、新株予約権割当契約に定めるところによる。 

 

12.募集新株予約権を割り当てる日 

2022年 10月１日 

 

13.募集新株予約権の行使請求および払込みの方法 

(1) 募集新株予約権を行使する場合には、当社が定める様式による「新株予約権行使請求書」に必要事項を記入

し、署名捺印のうえ、これを下記 14．に定める行使請求受付場所に提出するものとする。 

(2) 上記(1)の「新株予約権行使請求書」の提出とともに、各募集新株予約権の行使に際して出資される財産の

価額に行使に係る募集新株予約権数を乗じた金額の全額を、現金にて下記 15．に定める払込取扱場所の当社

の指定する口座に当社の指定する日時までに振り込むものとする。 

 

14.募集新株予約権の行使請求受付場所 

当社経理部（なお、行使請求受付けに係る業務担当につき変更が生じた場合には、当該業務を担当することとな
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る部署とする。） 

 

15.募集新株予約権の行使に際する払込取扱場所 

みずほ銀行池袋支店（なお、当払込取扱場所が統合等により廃止した場合、その継承場所とする。） 

 

16.募集新株予約権の行使の効力発生時期等 

(1) 募集新株予約権を行使した新株予約権者は、会社法第 282条の規定に従い当社募集新株予約権の目的である

株式の株主となる。 

(2) 当社は、行使手続終了後直ちに、新株予約権者が予め当社の指定する金融商品取引業者等に開設した新株予

約権者名義の口座へ、新株予約権の行使により新株予約権者が取得する株式について記載または記録をする

ために必要な手続を行う。 

 

17.新株予約権にかかる新株予約権証券に関する事項 

当社は、新株予約権にかかる新株予約権証券を発行しないものとする。 

 

18.発行要項の公示 

当社は、その本店に募集新株予約権の発行要項（以下、「本要項」という。）の謄本を備え置き、その営業時間中、

新株予約権者の閲覧に供するものとする。 

 

19.本要項の規定中読み替えその他の措置に伴う取扱い 

会社法その他の法令の規定等の改廃により、本要項の規定中読み替えその他の措置が必要となる場合には、会社

法の規定および本要項の趣旨に従い、これに関連する事項の取扱いについて、当社が適切と考える方法により、

本要項を変更できるものとし、かかる変更は本要項と一体をなすものとする。 

 

20.その他本募集新株予約権に関し、必要な事項は代表取締役に一任する。 

 

以 上 
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（別紙 5-2-4） 

株式会社ＫＹＯＲＩＴＳＵ第４回新株予約権の内容 

 

1.会社の商号 

株式会社ＫＹＯＲＩＴＳＵ 

 

2.募集新株予約権の付与対象者と総数 

共立印刷株式会社 2017年新株予約権の新株予約権者 350個 

 

3.募集新株予約権の目的である株式の種類および数 

募集新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各募集新株予約権の目的である株式の数（以下、

「付与株式数」という。）は 100株とする。 

なお、割当日後、当社が、当社普通株式につき、株式分割、株式無償割当てまたは株式併合を行う場合には、次

の算式により付与株式数の調整を行い、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。 

 

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割、株式無償割当てまたは株式併合の比率 

 

調整後付与株式数は、株式分割または株式無償割当ての場合は、当該株式分割または株式無償割当ての基準日の

翌日以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。ただし、剰余金の額を減少して資本金ま

たは準備金を増加する議案が当社株主総会において承認されることを条件として株式分割または株式無償割当て

が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割または株式無償割当てのための基準日とする場

合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日以降これを適用する。また、当社が吸収合併もしく

は新設合併を行い新株予約権が承継される場合または当社が完全子会社となる株式交換もしくは株式移転を行い

新株予約権が承継される場合には、当社は、合併比率等に応じ、必要と認める付与株式数の調整を行うことがで

きる。 

付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに、必要な事項を新株予約権

原簿に記載された各募集新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」という。）に通知または公告する。た

だし、当該適用の日の前日までに通知または公告を行うことができない場合には、以後速やかに通知または公告

する。 

 

4.募集新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

各募集新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各募集新株予約権を行使することにより交付を

受けることができる株式１株当たりの払込金額１円に付与株式数を乗じた金額とする。 

 

5.募集新株予約権を行使することができる期間 

2022年 10月１日から 2047年８月３日までとする。 

 

6.募集新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事項 

(1) 募集新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第 17条第１

項に従い計算される資本金等増加限度額に 0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたとき

は、その端数を切り上げるものとする。 

(2) 募集新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記(1)記載の資本金

等増加限度額から上記(1)に定める増加する資本金の額を減じた額とする。 

 

7.募集新株予約権の譲渡制限 

募集新株予約権を譲渡により取得する場合は、当社取締役会の承認を要する。 

 

8.募集新株予約権の取得条項 

以下の(1)、(2)、(3)、(4)または(5)のいずれかの議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不

要の場合は、当社の取締役会決議がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社は無償で募集新株予約

権を取得することができる。 

(1) 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案 

(2) 当社が分割会社となる分割契約もしくは新設分割計画承認の議案 

(3) 当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議案 

(4) 当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要することについ

ての定めを設ける定款の変更承認の議案 

(5) 募集新株予約権の目的である株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要すること

または当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得することについての定めを設
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ける定款の変更承認の議案 

 

9.合併、吸収分割、新設分割、株式交換および株式移転をする場合の新株予約権の取扱いに関する事項 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割もしくは新設分割（それぞれ当社が分割会社

となる場合に限る。）、または株式交換もしくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る。）（以上

を総称して以下、「組織再編成行為」という。）をする場合において、組織再編成行為の効力発生日（吸収合併に

つき吸収合併の効力発生日、新設合併につき新設合併設立会社成立の日、吸収分割につき吸収分割の効力発生日、

新設分割につき新設分割設立会社成立の日、株式交換につき株式交換の効力発生日、および株式移転につき株式

移転設立完全親会社の成立の日をいう。）の直前において残存する募集新株予約権（以下、「残存新株予約権」と

いう。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第 236条第１項第８号のイからホまでに

掲げる株式会社（以下、「再編成対象会社」という。）の新株予約権を交付することとする。ただし、以下の条件

に沿って再編成対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割

計画、株式交換契約または株式移転計画において定めることを条件とする。 

(1) 交付する再編成対象会社の新株予約権の数 

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。 

(2) 新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の種類 

再編成対象会社の普通株式とする。 

(3) 新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数 

組織再編成行為の条件等を勘案の上、上記 3．に準じて決定する。 

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

① 交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、再編成後払込金額に上記(3)に従って

決定される当該各新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。 

② 再編成後払込金額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる再編成対

象会社の株式１株当たり１円とする。 

(5) 新株予約権を行使することができる期間 

上記 5.に定める募集新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編成行為の効力発生日のう

ちいずれか遅い日から、上記 5.に定める募集新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。 

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事項 

上記 6.に準じて決定する。 

(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編成対象会社の取締役会の決議による承認を要する。 

(8) 新株予約権の取得条項 

上記 8.に準じて決定する。 

(9) その他の新株予約権の行使の条件 

下記 11.に準じて決定する。 

 

10.募集新株予約権を行使した際に生ずる１株に満たない端数の取決め 

募集新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切り

捨てるものとする。 

 

11.その他の募集新株予約権の行使の条件 

(1) 新株予約権者は、当社の取締役の地位を喪失した日の翌日から 10日間に限り募集新株予約権を行使すること

ができる。 

(2) 新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使することができるものとする。かかる相続人による新

株予約権の行使の条件は、新株予約権割当契約に定めるところによる。 

 

12.募集新株予約権を割り当てる日 

2022年 10月１日 

 

13.募集新株予約権の行使請求および払込みの方法 

(1) 募集新株予約権を行使する場合には、当社が定める様式による「新株予約権行使請求書」に必要事項を記入

し、署名捺印のうえ、これを下記 14．に定める行使請求受付場所に提出するものとする。 

(2) 上記(1)の「新株予約権行使請求書」の提出とともに、各募集新株予約権の行使に際して出資される財産の

価額に行使に係る募集新株予約権数を乗じた金額の全額を、現金にて下記 15．に定める払込取扱場所の当社

の指定する口座に当社の指定する日時までに振り込むものとする。 

 

14.募集新株予約権の行使請求受付場所 

当社経理部（なお、行使請求受付けに係る業務担当につき変更が生じた場合には、当該業務を担当することとな
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る部署とする。） 

 

15.募集新株予約権の行使に際する払込取扱場所 

みずほ銀行池袋支店（なお、当払込取扱場所が統合等により廃止した場合、その継承場所とする。） 

 

16.募集新株予約権の行使の効力発生時期等 

(1) 募集新株予約権を行使した新株予約権者は、会社法第 282条の規定に従い当社募集新株予約権の目的である

株式の株主となる。 

(2) 当社は、行使手続終了後直ちに、新株予約権者が予め当社の指定する金融商品取引業者等に開設した新株予

約権者名義の口座へ、新株予約権の行使により新株予約権者が取得する株式について記載または記録をする

ために必要な手続を行う。 

 

17.新株予約権にかかる新株予約権証券に関する事項 

当社は、新株予約権にかかる新株予約権証券を発行しないものとする。 

 

18.発行要項の公示 

当社は、その本店に募集新株予約権の発行要項（以下、「本要項」という。）の謄本を備え置き、その営業時間中、

新株予約権者の閲覧に供するものとする。 

 

19.本要項の規定中読み替えその他の措置に伴う取扱い 

会社法その他の法令の規定等の改廃により、本要項の規定中読み替えその他の措置が必要となる場合には、会社

法の規定および本要項の趣旨に従い、これに関連する事項の取扱いについて、当社が適切と考える方法により、

本要項を変更できるものとし、かかる変更は本要項と一体をなすものとする。 

 

20.その他本募集新株予約権に関し、必要な事項は代表取締役に一任する。 

 

以 上 
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（別紙 5-2-5） 

株式会社ＫＹＯＲＩＴＳＵ第５回新株予約権の内容 

 

1.会社の商号 

株式会社ＫＹＯＲＩＴＳＵ 

 

2.募集新株予約権の付与対象者と総数 

共立印刷株式会社 2018年新株予約権の新株予約権者 500個 

     

3.募集新株予約権の目的である株式の種類および数 

募集新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各募集新株予約権の目的である株式の数（以下、

「付与株式数」という。）は 100株とする。 

なお、割当日後、当社が、当社普通株式につき、株式分割、株式無償割当てまたは株式併合を行う場合には、次

の算式により付与株式数の調整を行い、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。 

 

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割、株式無償割当てまたは株式併合の比率 

 

調整後付与株式数は、株式分割または株式無償割当ての場合は、当該株式分割または株式無償割当ての基準日の

翌日以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。ただし、剰余金の額を減少して資本金ま

たは準備金を増加する議案が当社株主総会において承認されることを条件として株式分割または株式無償割当て

が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割または株式無償割当てのための基準日とする場

合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日以降これを適用する。また、当社が吸収合併もしく

は新設合併を行い新株予約権が承継される場合または当社が完全子会社となる株式交換もしくは株式移転を行い

新株予約権が承継される場合には、当社は、合併比率等に応じ、必要と認める付与株式数の調整を行うことがで

きる。 

付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに、必要な事項を新株予約権

原簿に記載された各募集新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」という。）に通知または公告する。た

だし、当該適用の日の前日までに通知または公告を行うことができない場合には、以後速やかに通知または公告

する。 

 

4.募集新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

各募集新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各募集新株予約権を行使することにより交付を

受けることができる株式１株当たりの払込金額１円に付与株式数を乗じた金額とする。 

 

5.募集新株予約権を行使することができる期間 

2022年 10月１日から 2048年８月２日までとする。 

  

6.募集新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事項 

(1) 募集新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第 17条第１

項に従い計算される資本金等増加限度額に 0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたとき

は、その端数を切り上げるものとする。 

(2) 募集新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記(1)記載の資本金

等増加限度額から上記(1)に定める増加する資本金の額を減じた額とする。 

 

7.募集新株予約権の譲渡制限 

募集新株予約権を譲渡により取得する場合は、当社取締役会の承認を要する。 

 

8.募集新株予約権の取得条項 

以下の(1)、(2)、(3)、(4)または(5)のいずれかの議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不

要の場合は、当社の取締役会決議がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社は無償で募集新株予約

権を取得することができる。 

(1) 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案 

(2) 当社が分割会社となる分割契約もしくは新設分割計画承認の議案 

(3) 当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議案 

(4) 当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要することについ

ての定めを設ける定款の変更承認の議案 

(5) 募集新株予約権の目的である株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要すること

または当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得することについての定めを設
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ける定款の変更承認の議案 

 

9.合併、吸収分割、新設分割、株式交換および株式移転をする場合の新株予約権の取扱いに関する事項 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割もしくは新設分割（それぞれ当社が分割会社

となる場合に限る。）、または株式交換もしくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る。）（以上

を総称して以下、「組織再編成行為」という。）をする場合において、組織再編成行為の効力発生日（吸収合併に

つき吸収合併の効力発生日、新設合併につき新設合併設立会社成立の日、吸収分割につき吸収分割の効力発生日、

新設分割につき新設分割設立会社成立の日、株式交換につき株式交換の効力発生日、および株式移転につき株式

移転設立完全親会社の成立の日をいう。）の直前において残存する募集新株予約権（以下、「残存新株予約権」と

いう。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第 236条第１項第８号のイからホまでに

掲げる株式会社（以下、「再編成対象会社」という。）の新株予約権を交付することとする。ただし、以下の条件

に沿って再編成対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割

計画、株式交換契約または株式移転計画において定めることを条件とする。 

(1) 交付する再編成対象会社の新株予約権の数 

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。 

(2) 新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の種類 

再編成対象会社の普通株式とする。 

(3) 新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数 

組織再編成行為の条件等を勘案の上、上記 3．に準じて決定する。 

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

① 交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、再編成後払込金額に上記(3)に従って

決定される当該各新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。 

② 再編成後払込金額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる再編成対

象会社の株式１株当たり１円とする。 

(5) 新株予約権を行使することができる期間 

上記 5.に定める募集新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編成行為の効力発生日のう

ちいずれか遅い日から、上記 5.に定める募集新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。 

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事項 

上記 6.に準じて決定する。 

(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編成対象会社の取締役会の決議による承認を要する。 

(8) 新株予約権の取得条項 

上記 8.に準じて決定する。 

(9) その他の新株予約権の行使の条件 

下記 11.に準じて決定する。 

 

10.募集新株予約権を行使した際に生ずる１株に満たない端数の取決め 

募集新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切り

捨てるものとする。 

 

11.その他の募集新株予約権の行使の条件 

(1) 新株予約権者は、当社の取締役の地位を喪失した日の翌日から 10 日間に限り募集新株予約権を行使するこ

とができる。 

(2) 新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使することができるものとする。かかる相続人による新

株予約権の行使の条件は、新株予約権割当契約に定めるところによる。 

 

12.募集新株予約権を割り当てる日 

2022年 10月１日 

 

13.募集新株予約権の行使請求および払込みの方法 

(1) 募集新株予約権を行使する場合には、当社が定める様式による「新株予約権行使請求書」に必要事項を記入

し、署名捺印のうえ、これを下記 14．に定める行使請求受付場所に提出するものとする。 

(2) 上記(1)の「新株予約権行使請求書」の提出とともに、各募集新株予約権の行使に際して出資される財産の

価額に行使に係る募集新株予約権数を乗じた金額の全額を、現金にて下記 15．に定める払込取扱場所の当社

の指定する口座に当社の指定する日時までに振り込むものとする。 

 

14.募集新株予約権の行使請求受付場所 

当社経理部（なお、行使請求受付けに係る業務担当につき変更が生じた場合には、当該業務を担当することとな
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る部署とする。） 

 

15.募集新株予約権の行使に際する払込取扱場所 

みずほ銀行池袋支店（なお、当払込取扱場所が統合等により廃止した場合、その継承場所とする。） 

 

16.募集新株予約権の行使の効力発生時期等 

(1) 募集新株予約権を行使した新株予約権者は、会社法第 282条の規定に従い当社募集新株予約権の目的である

株式の株主となる。 

(2) 当社は、行使手続終了後直ちに、新株予約権者が予め当社の指定する金融商品取引業者等に開設した新株予

約権者名義の口座へ、新株予約権の行使により新株予約権者が取得する株式について記載または記録をする

ために必要な手続を行う。 

 

17.新株予約権にかかる新株予約権証券に関する事項 

当社は、新株予約権にかかる新株予約権証券を発行しないものとする。 

 

18.発行要項の公示 

当社は、その本店に募集新株予約権の発行要項（以下、「本要項」という。）の謄本を備え置き、その営業時間中、

新株予約権者の閲覧に供するものとする。 

 

19.本要項の規定中読み替えその他の措置に伴う取扱い 

会社法その他の法令の規定等の改廃により、本要項の規定中読み替えその他の措置が必要となる場合には、会社

法の規定および本要項の趣旨に従い、これに関連する事項の取扱いについて、当社が適切と考える方法により、

本要項を変更できるものとし、かかる変更は本要項と一体をなすものとする。 

  

20.その他本募集新株予約権に関し、必要な事項は代表取締役に一任する。 

 

 

以 上 
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（別紙 5-2-6） 

株式会社ＫＹＯＲＩＴＳＵ第６回新株予約権の内容 

 

1.会社の商号 

株式会社ＫＹＯＲＩＴＳＵ 

 

2.募集新株予約権の付与対象者と総数 

共立印刷株式会社 2019年新株予約権の新株予約権者 400個 

 

3.募集新株予約権の目的である株式の種類および数 

募集新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各募集新株予約権の目的である株式の数（以下、

「付与株式数」という。）は 100株とする。 

なお、割当日後、当社が、当社普通株式につき、株式分割、株式無償割当てまたは株式併合を行う場合には、次

の算式により付与株式数の調整を行い、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。 

 

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割、株式無償割当てまたは株式併合の比率 

 

調整後付与株式数は、株式分割または株式無償割当ての場合は、当該株式分割または株式無償割当ての基準日の

翌日以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。ただし、剰余金の額を減少して資本金ま

たは準備金を増加する議案が当社株主総会において承認されることを条件として株式分割または株式無償割当て

が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割または株式無償割当てのための基準日とする場

合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日以降これを適用する。 

また、当社が吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合または当社が完全子会社となる株式

交換もしくは株式移転を行い新株予約権が承継される場合には、当社は、合併比率等に応じ、必要と認める付与

株式数の調整を行うことができる。 

付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに、必要な事項を新株予約権

原簿に記載された各募集新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」という。）に通知または公告する。た

だし、当該適用の日の前日までに通知または公告を行うことができない場合には、以後速やかに通知または公告

する。 

 

4.募集新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

各募集新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各募集新株予約権を行使することにより交付を

受けることができる株式１株当たりの払込金額１円に付与株式数を乗じた金額とする。 

 

5.募集新株予約権を行使することができる期間 

2022年 10月１日から 2049年８月１日までとする。 

 

6.募集新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事項 

(1) 募集新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第 17条第１

項に従い計算される資本金等増加限度額に 0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたとき

は、その端数を切り上げるものとする。 

(2) 募集新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記(1)記載の資本金

等増加限度額から上記(1)に定める増加する資本金の額を減じた額とする。 

 

7.募集新株予約権の譲渡制限 

募集新株予約権を譲渡により取得する場合は、当社取締役会の承認を要する。 

 

8.募集新株予約権の取得条項 

以下の(1)、(2)、(3)、(4)または(5)のいずれかの議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不

要の場合は、当社の取締役会決議がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社は無償で募集新株予約

権を取得することができる。 

(1) 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案 

(2) 当社が分割会社となる分割契約もしくは新設分割計画承認の議案 

(3) 当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議案 

(4) 当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要することについ

ての定めを設ける定款の変更承認の議案 

(5) 募集新株予約権の目的である株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要すること

または当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得することについての定めを設
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ける定款の変更承認の議案 

 

9.合併、吸収分割、新設分割、株式交換および株式移転をする場合の新株予約権の取扱いに関する事項 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割もしくは新設分割（それぞれ当社が分割会社

となる場合に限る。）、または株式交換もしくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る。）（以上

を総称して以下、「組織再編成行為」という。）をする場合において、組織再編成行為の効力発生日（吸収合併に

つき吸収合併の効力発生日、新設合併につき新設合併設立会社成立の日、吸収分割につき吸収分割の効力発生日、

新設分割につき新設分割設立会社成立の日、株式交換につき株式交換の効力発生日、および株式移転につき株式

移転設立完全親会社の成立の日をいう。）の直前において残存する募集新株予約権（以下、「残存新株予約権」と

いう。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第 236条第１項第８号のイからホまでに

掲げる株式会社（以下、「再編成対象会社」という。）の新株予約権を交付することとする。ただし、以下の条件

に沿って再編成対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割

計画、株式交換契約または株式移転計画において定めることを条件とする。 

(1) 交付する再編成対象会社の新株予約権の数 

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。 

(2) 新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の種類 

再編成対象会社の普通株式とする。 

(3) 新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数 

組織再編成行為の条件等を勘案の上、上記 3．に準じて決定する。 

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

① 交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、再編成後払込金額に上記(3)に従って

決定される当該各新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。 

② 再編成後払込金額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる再編成対

象会社の株式１株当たり１円とする。 

(5) 新株予約権を行使することができる期間 

上記 5.に定める募集新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編成行為の効力発生日のう

ちいずれか遅い日から、上記 5.に定める募集新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。 

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事項 

上記 6.に準じて決定する。 

(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編成対象会社の取締役会の決議による承認を要する。 

(8) 新株予約権の取得条項 

上記 8.に準じて決定する。 

(9) その他の新株予約権の行使の条件 

下記 11.に準じて決定する。 

 

10.募集新株予約権を行使した際に生ずる１株に満たない端数の取決め 

募集新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切り

捨てるものとする。 

 

11.その他の募集新株予約権の行使の条件 

(1) 新株予約権者は、当社および当社の関係会社（「財務諸表等の用語、様式および作成方法に関する規則」第 8

条第 8項により定義される会社をいう。）の取締役のいずれの地位をも喪失した日の翌日から 10日間に限り

募集新株予約権を行使することができる。 

(2) 新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使することができるものとする。かかる相続人による新

株予約権の行使の条件は、新株予約権割当契約に定めるところによる。 

 

12.募集新株予約権を割り当てる日 

2022年 10月１日 

 

13.募集新株予約権の行使請求および払込みの方法 

(1) 募集新株予約権を行使する場合には、当社が定める様式による「新株予約権行使請求書」に必要事項を記入

し、署名捺印のうえ、これを下記 14．に定める行使請求受付場所に提出するものとする。 

(2) 上記(1)の「新株予約権行使請求書」の提出とともに、各募集新株予約権の行使に際して出資される財産の

価額に行使に係る募集新株予約権数を乗じた金額の全額を、現金にて下記 15．に定める払込取扱場所の当社

の指定する口座に当社の指定する日時までに振り込むものとする。 

 

14.募集新株予約権の行使請求受付場所 
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当社経理部（なお、行使請求受付けに係る業務担当につき変更が生じた場合には、当該業務を担当することとな

る部署とする。） 

 

15.募集新株予約権の行使に際する払込取扱場所 

みずほ銀行池袋支店（なお、当払込取扱場所が統合等により廃止した場合、その継承場所とする。） 

 

16.募集新株予約権の行使の効力発生時期等 

(1) 募集新株予約権を行使した新株予約権者は、会社法第 282条の規定に従い当社募集新株予約権の目的である

株式の株主となる。 

(2) 当社は、行使手続終了後直ちに、新株予約権者が予め当社の指定する金融商品取引業者等に開設した新株予

約権者名義の口座へ、新株予約権の行使により新株予約権者が取得する株式について記載または記録をする

ために必要な手続を行う。 

 

17.新株予約権にかかる新株予約権証券に関する事項 

当社は、新株予約権にかかる新株予約権証券を発行しないものとする。 

 

18.発行要項の公示 

当社は、その本店に募集新株予約権の発行要項（以下、「本要項」という。）の謄本を備え置き、その営業時間中、

新株予約権者の閲覧に供するものとする。 

 

19.本要項の規定中読み替えその他の措置に伴う取扱い 

会社法その他の法令の規定等の改廃により、本要項の規定中読み替えその他の措置が必要となる場合には、会社

法の規定および本要項の趣旨に従い、これに関連する事項の取扱いについて、当社が適切と考える方法により、

本要項を変更できるものとし、かかる変更は本要項と一体をなすものとする。 

  

20.その他本募集新株予約権に関し、必要な事項は代表取締役に一任する。 

 

以 上 
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（別紙 7） 

1. 存続および権限 

甲は、日本法に準拠して適法かつ有効に設立され、適法かつ有効に存続している株式会社であり、現在行

っている事業を行うために必要な権限および権能を有する。 

 

2. 本契約の締結および履行 

甲は、本契約の締結および履行に関して必要な権限および権能を有しており、法令等または甲の定款その

他の内部規則上必要とされる全ての社内手続を履践している。 

 

3. 執行可能性 

本契約は、甲によって適法かつ有効に締結されることにより、甲の適法、有効かつ法的拘束力のある債務

を構成し、破産法、民事再生法、会社更生法および債権者の権利につき一般的に適用されるその他の類似の

法令等に基づき制限される場合を除き、その各条項に従い甲に対して強制執行が可能である。 

 

4. 本契約締結による違反の不存在 

本契約の締結ならびに本契約に基づく権利の行使および義務の履行は、①甲に適用のある法令等に違反す

るものではなく、②甲に適用される司法機関および行政機関の判断等に違反するものではなく、③甲の定款

その他の内部規則に違反するものではなく、かつ、④甲が当事者となっている契約等に違反するものではな

い。 

 

5. 甲に係る倒産手続等の不存在 

甲について、破産手続、特別清算手続、民事再生手続、会社更生手続その他の倒産手続もしくはその申立

て、差押、仮差押、仮処分その他の処分または本契約の締結もしくは本契約に基づく義務の履行を妨げる手

続は行われておらず、そのおそれもない。甲は支払不能または支払停止の状態になく、そのおそれもない。 

 

6. 許認可 

甲は、本契約の締結のために必要とされる許認可等を、法令等の規定に従い、適法かつ有効に取得または

履践済みである。 

 

7. 反社会的勢力 

甲およびその役員は反社会的勢力ではなく、反社会的勢力に対する資金提供もしくはそれに準ずる行為ま

たは商取引を通じて、直接であると間接であるとを問わず、反社会的勢力の維持または運営に一切協力また

は関与しておらず、将来にわたっても協力または関与する予定はない。 

 

8. 計算書類 

甲が、乙に対して開示した貸借対照表および損益計算書（以下「本計算書類」という。）は、正確かつ完全

な写しであり、本計算書類は、日本国において一般に公正妥当と認められる企業会計の慣行に従って作成さ

れており、その作成基準日における甲の財務状態および該当期間における甲の経営成績を重要な点において

正確かつ適正に示している。 

 

9. 本計算書類作成基準日後の業務運営 
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甲は、2022年３月期の計算書類の作成基準日後、その従事する事業を、従前遂行してきたところに従って

通常の業務遂行の過程の範囲内で継続して運営および執行しており、甲の事業、資産、負債、財務状態、経

営成績またはキャッシュ・フローに重大な悪影響を与える行為は行われておらず、重大な悪影響を及ぼす事

由または事象は発生していない。 

 

10. 訴訟紛争等 

甲が当事者である訴訟、仲裁、調停、強制執行、仮処分その他の紛争処理手続は司法機関および行政機関

に係属しておらず、そのおそれもない。 

 

11. 租税その他公租公課 

甲は、税務当局に対して公租公課に関して法令等に従い、適法かつ適正な内容の申告書、報告書その他の

書類を提出しており、法令等に従い、適時に租税その他の公租公課を全額支払っている。甲が適切な税務当

局に対して適法かつ適時に提出した書類の記載および内容は、真実かつ正確であり、税務当局によりかかる

書類に関する指摘または調整はなされていない。甲と税務当局との間で甲の経営に影響を与える紛争または

見解の相違は生じていない。甲は、直近の税務調査以降、適切かつ適正に税務処理を行っており、税務当局

より指摘を受け、追徴等が行われるおそれはない。 

 

12. 簿外債務の不存在等 

甲は、本計算書類に表示されている債務および本計算書類の作成基準日以降に通常の業務の範囲内におい

て生じた債務以外に、甲の経営に重大な悪影響を与える債務（オフバランス取引、保証債務等の未発生の債

務、潜在債務、偶発債務、簿外債務、瑕疵担保責任・不法行為に基づく債務、労働債務、保証債務、租税債

務に基づく債務を含むが、これらに限られない。）を負担していない。 

 

 

13. 効力発生日時点の契約関係 

効力発生日時点において、本契約を除き甲の事業・経営・財政状態に重大な影響を与えうる契約または取

引関係（関連当事者取引を含むが、これに限られない。）は存在しない。 

 

14. 効力発生日時点の資産および負債 

効力発生日時点において、甲の保有する重大な資産は乙株式のみであり、これ以外に本株式交換の交換比

率の前提に重大な影響を与えうる資産または負債は存在しない。 

 

15. 情報開示 

甲から乙（そのアドバイザーを含む。）に開示された情報は、真実かつ正確である。甲は虚偽の情報を開示

しておらず、開示された情報以外に、甲に重大な悪影響を及ぼす事実は存在せず、そのおそれのある事実が

存在しない。開示された情報について重要な事実の記載が欠けていることはなく、誤解を生じさせる内容は

存在しない。 
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別紙 3-(1) 

【株式会社ＫＹＯＲＩＴＳＵの定款】 

 

第１章 総  則 

（商号） 

第１条 当会社は、株式会社 KYORITSUと称し、英文では KYORITSU CO．，LTD．と表示する。 

（目的） 

第２条 当会社は、次の事業を営む会社の株式を所有することにより、当該会社の経営管理およびこれに

付帯する業務を行うことを目的とする。 

１．製版、印刷、製本および加工ならびにこれらの製品の販売 

２．紙器、段ボール、その他包装用品の企画、製造および販売 

３．印刷関連機器およびその付属品の製造および販売 

４．印刷関連資材の製造および販売 

５．出版業 

６．デジタルコンテンツの企画、制作、販売および仲介事業 

７．キャラクター商品の企画、製作および販売 

８．芸術、技術専門家等のマネジメントおよびコンサルティング 

９．写真、映像、音楽作品等の企画、撮影、製作および販売 

10．コンピューターシステム、ソフトウェアの開発、販売および貸与 

11．インターネットによる情報提供サービス業 

12．広告代理業およびその他の広告業 

13．イベントの企画および運営 

14．コールセンターサービス業 

15．翻訳業および通訳業 

16．合成樹脂製品、化学製品の製造および販売 

17．生分解性プラスチックフィルムの企画、製造および販売 

18．建材の製造および販売 

19．食料品、飲料、医薬部外品、化粧品など生活用品の製造および販売 

20．倉庫業 

21．貨物自動車運送事業 

22．貨物利用運送事業 

23．資源リサイクル事業、土壌環境浄化事業および廃棄物処理業 

24．旅行業および旅館業 

25．飲食店、コンビニエンスストアの経営 

26．放送業 

27．通信販売業 

28．経営コンサルタント業 

29．労働者派遣事業 

30．職業安定法に基づく職業紹介事業 

31．損害保険代理業および生命保険の募集 
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32．不動産の管理、売買および仲介事業 

33．有価証券の保有、売買および各種債権の売買 

34．産業財産権、著作権等の無体財産およびノウハウの取得、利用、管理、譲渡および使用許諾 

35．前各号に附帯する一切の業務 

（本店の所在地） 

第３条 当会社は、本店を東京都板橋区に置く。 

（機関） 

第４条 当会社は、株主総会および取締役のほか、次の機関を置く｡ 

（１）取締役会 

（２）監査役 

（３）監査役会 

（４）会計監査人 

（公告方法） 

第５条 当会社の公告方法は、電子公告とする｡ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告に

よる公告をすることができない場合は､日本経済新聞に掲載して行う。 

 

第２章 株  式 

（発行可能株式総数） 

第６条 当会社の発行可能株式総数は、１３０，７２０，０００株とする。 

（自己の株式の取得）  

第７条 当会社は、会社法第１６５条第２項の規定により、取締役会の決議によって市場取引等により、

自己の株式を取得することができる。 

（単元株式数） 

第８条 当会社の単元株式数は、１００株とする。 

（単元未満株式についての権利） 

第９条 当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使すること

ができない。 

（１）会社法第１８９条第２項各号に掲げる権利 

（２）会社法第１６６条第１項の規定による請求をする権利 

（３）株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権

利 

（株主名簿管理人） 

第 10条 当会社は、株主名簿管理人を置く。 

２．株主名簿管理人およびその事務取扱場所は、取締役会の決議によって定める。 

３．当会社の株主名簿および新株予約権原簿の作成ならびに備置きその他の株主名簿および新株予約

権原簿に関する事務は、これを株主名簿管理人に委託し、当会社においては取り扱わない。 

（株式取扱規程） 

第 11条 当会社の株主権行使の手続きその他株式に関する取扱いおよび手数料は、法令または本定款のほ

か、取締役会において定める株式取扱規程による。 
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第３章 株主総会 

（株主総会の招集） 

第 12条 当会社の定時株主総会は、事業年度末日の翌日から３カ月以内に招集し、臨時株主総会は、その

必要がある場合に随時これを招集する。 

（定時株主総会の基準日） 

第 13条 当会社の定時株主総会の基準日は、毎年３月３１日とする。  

（招集権者および議長） 

第 14条 株主総会は、取締役社長がこれを招集し、議長となる。 

  ２．取締役社長に事故があるときは、取締役会においてあらかじめ定めた順序に従い、他の取締役が

株主総会を招集し、議長となる。 

（電子提供措置等） 

第 15条 当会社は、株主総会の招集に際し、株主総会参考書類等の内容である情報について、電子提供措

置をとるものとする。 

２．当会社は、電子提供措置をとる事項のうち法務省令で定めるものの全部または一部について、議

決権の基準日までに書面交付請求した株主に対して交付する書面に記載しないことができる。 

（決議の方法） 

第 16条 株主総会の決議は、法令または本定款に別段の定めがある場合を除き、出席した議決権を行使す

ることができる株主の議決権の過半数をもって行う。 

２．会社法第３０９条第２項に定める決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の

１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う。 

（議決権の代理行使） 

第 17条 株主は、当会社の議決権を有する他の株主１名を代理人として、その議決権を行使することがで

きる。 

２．株主または代理人は、株主総会毎に代理権を証明する書面を当会社に提出しなければならない。 

（議事録） 

第 18条 株主総会における議事の経過の要領およびその結果ならびにその他法令に定める事項について

は、これを議事録に記載または記録する｡ 

 

 

第４章 取締役および取締役会 

（員数） 

第 19条 当会社の取締役は、１５名以内とする。 

（選任方法） 

第 20条 取締役は、株主総会において選任する。 

２．取締役の選任決議は、議決権を行使できる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、

その議決権の過半数をもって行う。 

３．取締役の選任決議は、累積投票によらないものとする。 

（任期） 
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第 21条 取締役の任期は、選任後１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の

終結の時までとする。 

（代表取締役、役付取締役、最高経営責任者および最高執行責任者） 

第 22条 代表取締役は、取締役会の決議によって選定する。 

２．取締役会は、その決議によって取締役会長、取締役副会長、取締役社長各１名、取締役副社長、

専務取締役、常務取締役各若干名を定めることができる。 

３．取締役会は、その決議によって、代表取締役の中から最高経営責任者（CEO）および最高執行責

任者（COO）を定めることができる。 

（取締役会の招集権者および議長） 

第 23条 取締役会は、法令に別段の定めある場合を除き、取締役会の決議をもってあらかじめ選定した取

締役がこれを招集し、議長となる。 

２．前項にて選定された者に事故があるときは、取締役会においてあらかじめ定めた順序に従い、他

の取締役が取締役会を招集し、議長となる。 

（取締役会の招集通知） 

第 24条 取締役会の招集通知は、会日の３日前までに各取締役および各監査役に対して発する。ただし、

緊急の必要があるときは、この期間を短縮することができる。 

２．取締役および監査役の全員の同意があるときは、招集の手続きを経ないで取締役会を開催するこ

とができる。 

（取締役会の決議方法および決議の省略） 

第 25条 取締役会の決議は、議決に加わることのできる取締役の過半数が出席し、出席した取締役の過半

数をもって行う｡ 

２．当会社は、会社法第３７０条の要件を充たしたときは、取締役会の決議があったものとみなす。 

（取締役会の議事録） 

第 26条 取締役会における議事の経過の要領およびその結果ならびにその他法令に定める事項について

は、これを議事録に記載または記録し、出席した取締役および監査役が、これに記名押印または

電子署名する｡ 

（取締役会規程） 

第 27条 取締役会に関する事項は、法令または本定款の他、取締役会において定める取締役会規 

程による。 

（報酬等） 

第 28条 取締役の報酬、賞与その他の職務執行の対価として当会社から受ける財産上の利益(以下「報酬

等」という。)は、株主総会の決議によって定める。 

（取締役の責任免除） 

第 29条 当会社は、取締役（取締役であった者を含む。）の会社法第４２３条第１項の責任につき、善意

でかつ重大な過失がない場合は、取締役会の決議をもって、法令の定める限度額の範囲内で、そ

の責任を免除することができる。 

２．当会社は、取締役（業務執行取締役等である者を除く。）との間で会社法第４２３条第 1項の責任

につき、法令に定める要件に該当する場合には、賠償責任を限定する契約を締結することができ

る。ただし、当該契約に基づく賠償責任の限度額は、法令が規定する額とする。 
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第５章 監査役および監査役会 

（員数） 

第 30条 当会社の監査役は、４名以内とする。 

（選任方法） 

第 31条 監査役は、株主総会において選任する。 

２．監査役の選任決議は、議決権を行使できる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、

その議決権の過半数をもって行う。 

（任期） 

第 32条 監査役の任期は、選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の

終結の時までとする。 

２．任期の満了前に退任した監査役の補欠として選任された監査役の任期は、退任した監査役の任期

の満了する時までとする。 

（常勤の監査役） 

第 33条 監査役会は、その決議によって常勤の監査役を選定する。 

（監査役会の招集通知） 

第 34条 監査役会の招集通知は、会日の３日前までに各監査役に対して発する。ただし、緊急の必要があ

るときは、この期間を短縮することができる。 

２．監査役の全員の同意があるときは、招集の手続きを経ないで監査役会を開催することができる。 

（監査役会の決議方法） 

第 35条 監査役会の決議は、法令に別段の定めがある場合を除き、監査役の過半数をもって行う。 

（監査役会の議事録） 

第 36条 監査役会の議事の経過およびその結果ならびにその他法令に定める事項については、これを議事

録に記載または記録し、出席した監査役がこれに記名押印または電子署名をする。 

（監査役会規程） 

第 37条 監査役会に関する事項は、法令または本定款の他、監査役会において定める監査役会規程による。 

（報酬等） 

第 38条 監査役の報酬等は、株主総会の決議によって定める。 

（監査役の責任免除） 

第 39条 当会社は、監査役(監査役であった者を含む｡)の会社法第４２３条第１項の責任につき、善意か

つ重大な過失がない場合は、取締役会の決議をもって、法令の定める限度額の範囲内で、その責

任を免除することができる。 

２．当会社は、監査役との間で会社法第４２３条第 1項の賠償責任について、法令に定める要件に該

当する場合には、賠償責任を限定する契約を締結することができる。ただし、当該契約に基づく

賠償責任の限度額は法令が規定する額とする。 

 

第６章 会計監査人 

（選任方法） 

第 40条 会計監査人は、株主総会の決議によって選任する。 

（任期） 
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第 41条 会計監査人の任期は、選任後１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総

会の終結の時までとする。 

２．前項の定時株主総会において別段の決議がなされなかったときは当該定時株主総会において再任

されたものとみなす。 

（報酬等） 

第 42条 会計監査人の報酬等は代表取締役が監査役会の同意を得て定める。 

 

第 7 章 計  算 

（事業年度） 

第 43条 当会社の事業年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までの１年とする。 

（剰余金の配当等の決定機関） 

第 44条 当会社は、剰余金の配当等会社法第４５９条第 1 項各号に定める事項については、法令に別段の

定めのある場合を除き、株主総会の決議によらず取締役会の決議によって定める｡ 

（剰余金の配当の基準日） 

第 45条 当会社の期末配当の基準日は、毎年３月３１日とする｡ 

２．当会社の中間配当の基準日は、毎年９月３０日とする｡ 

（配当金の除斥期間） 

第 46条 配当財産が金銭である場合は、その支払開始の日から満３年を経過してもなお受領されないとき

は、当会社はその支払義務を免れる。 

 

第 8 章 附  則 

第 47条 当会社は、令和４年６月２９日午前０時現在の株主名簿の記載又は記録された株主をもって、そ

の所有する株式１株を７４．８株とする株式分割により株式の割当てを受ける株主とする。 

２．本附則は、前記株式分割の登記完了をもって将来に向けて消滅する。 

第 48条 第３条は令和４年７月１日に効力を生ずるものとする。 

２．本附則は、同日付の本店移転登記完了をもって将来に向けて消滅する。 

第 49条 第４条、旧定款第８条（株式の譲渡制限）の廃止、第５条、第７条乃至第 11条、第 14 条第２項、

第 15 条、第４章標題、第 21 条乃至第 29 条、第５章、第６章、第 44 条及び第 45 条第２項は

株式交換契約の効力発生（令和４年１０月１日）を条件として効力を生ずるものとする。 

２．本附則は、前記株式交換の登記完了をもって将来に向けて消滅する。 

第 50条 第 22 条の規定にかかわらず、当会社は株主総会の決議によっても代表取締役を選定することが

できる。 

２．第 22 条の規定にかかわらず、当会社は株主総会の決議によっても役付取締役を選定することが

できる。 

３．本附則は、前記株式交換にともなう役員変更の登記完了をもって将来に向けて消滅する。 
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[参考：現行定款] 

【株式会社ＫＹＯＲＩＴＳＵの定款】 

 

第１章 総  則 

（商号） 

第１条 当会社は、株式会社 KYORITSUと称し、英文では KYORITSU CO．，LTD．と表示する。 

（目的） 

第２条 当会社は、次の事業を営む会社の株式を所有することにより、当該会社の経営管理およびこれに

付帯する業務を行うことを目的とする。 

１．製版、印刷、製本および加工ならびにこれらの製品の販売 

２．紙器、段ボール、その他包装用品の企画、製造および販売 

３．印刷関連機器およびその付属品の製造および販売 

４．印刷関連資材の製造および販売 

５．出版業 

６．デジタルコンテンツの企画、制作、販売および仲介事業 

７．キャラクター商品の企画、製作および販売 

８．芸術、技術専門家等のマネジメントおよびコンサルティング 

９．写真、映像、音楽作品等の企画、撮影、製作および販売 

10．コンピューターシステム、ソフトウェアの開発、販売および貸与 

11．インターネットによる情報提供サービス業 

12．広告代理業およびその他の広告業 

13．イベントの企画および運営 

14．コールセンターサービス業 

15．翻訳業および通訳業 

16．合成樹脂製品、化学製品の製造および販売 

17．生分解性プラスチックフィルムの企画、製造および販売 

18．建材の製造および販売 

19．食料品、飲料、医薬部外品、化粧品など生活用品の製造および販売 

20．倉庫業 

21．貨物自動車運送事業 

22．貨物利用運送事業 

23．資源リサイクル事業、土壌環境浄化事業および廃棄物処理業 

24．旅行業および旅館業 

25．飲食店、コンビニエンスストアの経営 

26．放送業 

27．通信販売業 

28．経営コンサルタント業 

29．労働者派遣事業 

30．職業安定法に基づく職業紹介事業 

31．損害保険代理業および生命保険の募集 
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32．不動産の管理、売買および仲介事業 

33．有価証券の保有、売買および各種債権の売買 

34．産業財産権、著作権等の無体財産およびノウハウの取得、利用、管理、譲渡および使用許諾 

35．前各号に附帯する一切の業務 

（本店の所在地） 

第３条 当会社は、本店を東京都練馬区に置く。 

(公告の方法） 

第４条 当会社の公告は、官報に掲載してする。 

(機関の設置) 

第５条 当会社は、株主総会及び取締役以外の会社法第３２６条第２項に定める機関を置かない。 

 

第２章 株  式 

（発行可能株式総数） 

第６条 当会社の発行可能株式総数は、１３０，７２０，０００株とする。 

（株式の譲渡制限) 

第７条 当会社の株式を譲渡により取得するには、株主総会の承認を受けなければならない。ただし、当

会社の株主が当会社の株式を譲渡により取得する場合においては株主総会の承認を受けたもの

とみなす。 

(株式等の割当てを受ける権利を与える場合) 

第８条 当会社の株式（自己株式の処分による株式を含む)及び新株予約権を引き受ける者の募集において、

株主に株式又は新株予約権の割当てを受ける権利を与える場合には、その募集事項、株主に当該

株式又は新株予約権の割当てを受ける権利を与える旨及び引受けの申込みの期日は取締役の決

定によって定める。 

(株券の不発行) 

第９条 当会社の株式については、株券を発行しない。 

(株主名簿記載事項の記載等の請求) 

第 10条 当会社の株式取得者が株主名簿記載事項を株主名簿に記載又は記録することを請求するには、当

会社所定の書式による請求書に株式取得者とその取得した株式の株主として株主名簿に記載さ

れ、若しくは記録された者又はその相続人その他の一般承継人が記名押印し、共同して提出しな

ければならない。法務省令の定める事由による場合は、株式取得者が単独で請求することができ

る。 

(質権の登録及び信託財産の表示) 

第 11条 当会社の株式につき質権の登録又は信託財産の表示を請求するには、当会社所定の書式による請

求書に当事者が署名又は記名押印し、提出しなければならない。その登録又は表示の抹消につい

ても同様とする。 

(手数料) 

第 12条 前二条に定める請求をする場合には、当会社所定の手数料を支払わなければならない。 

(基準日) 
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第 13条 当会社は、毎事業年度末日の最終の株主名簿に記載又は記録された議決権を有する株主(以下「基

準日株主」という。)をもって、その事業年度に関する定時株主総会において権利を行使するこ

とができる株主とする。 

２．前項のほか、株主又は登録株式質権者として権利を行使することができる者を確定するため必要

があるときは、取締役はあらかじめ公告して臨時に基準日を定めることができる。 

 

第３章 株主総会 

（株主総会の招集） 

第 14条 当会社の定時株主総会は、事業年度末日の翌日から３カ月以内に招集し、臨時株主総会は、その

必要がある場合に随時これを招集する。 

（定時株主総会の基準日） 

第 15条 当会社の定時株主総会の基準日は、毎年３月３１日とする。  

(招集権者及び議長) 

第 16条 株主総会は、法令に別段の定めがある場合を除き、取締役社長がこれを招集し、議長となる。 

２．取締役社長に事故があるときは、あらかじめ定めた順序により、他の取締役が株主総会を招集し、

議長となる。 

（決議の方法） 

第 17条 株主総会の決議は、法令または本定款に別段の定めがある場合を除き、出席した議決権を行使す

ることができる株主の議決権の過半数をもって行う。 

２．会社法第３０９条第２項に定める決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の

１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う。 

（議決権の代理行使） 

第 18条 株主は、当会社の議決権を有する他の株主１名を代理人として、その議決権を行使することがで

きる。 

２．株主または代理人は、株主総会毎に代理権を証明する書面を当会社に提出しなければならない。 

（議事録） 

第 19条 株主総会における議事の経過の要領およびその結果ならびにその他法令に定める事項について

は、これを議事録に記載または記録する｡ 

 

第４章 株主総会以外の機関 

（員数） 

第 20条 当会社の取締役は、１５名以内とする。 

（選任方法） 

第 21条 取締役は、株主総会において選任する。 

２．取締役の選任決議は、議決権を行使できる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、

その議決権の過半数をもって行う。 

３．取締役の選任決議は、累積投票によらないものとする。 

(取締役の任期) 
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第 22条 取締役の任期は、選任後１０年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会

の終結の時までとする。 

２．補欠により選任した取締役の任期は、退任した取締役の任期の満了する時まで、増員により選任

した取締役の任期は、その選任時に在任する取締役の任期の満了する時までとする。 

(代表取締役) 

第 23条 当会社に取締役１名を置いたときは、当該取締役を代表取締役とし、取締役を２名以上置いたと

きは、株主総会の決議により代表取締役を選定できる。 

(社長) 

第 24条 代表取締役が１名の場合は当該代表取締役を社長とし、代表取締役が２名以上ある場合は代表取

締役のうち１名を社長として株主総会の決議により定めるものとする。 

（報酬等) 

第 25条 取締役の報酬、賞与その他の職務執行の対価として当会社から受ける財産上の利益については、

株主総会の決議によって定める。 

 

第 5 章 計  算 

（事業年度） 

第 26条 当会社の事業年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までの１年とする。 

(剰余金の配当等) 

第 27条 当会社は、株主総会の決議によって、毎事業年度末日の株主名簿に記載又は記録ある株主又は登

録株式質権者(以下「株主等」という。)に対して剰余金の配当を行う。 

２．前項に定める場合のほか、当会社は、基準日を定め、その最終の株主名簿に記載又は記録ある株

主等に対して、剰余金の配当を行うことができる。 

（剰余金の配当の基準日） 

第 28条 当会社の期末配当の基準日は、毎年３月３１日とする｡ 

（配当金の除斥期間） 

第 29条 配当財産が金銭である場合は、その支払開始の日から満３年を経過してもなお受領されないとき

は、当会社はその支払義務を免れる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 69 - 

別紙 3-(4) 

【ＫＹＯＲＩＴＳＵの過去 5 年間にその末日が到来した各事業年度（最終事業年度を除く。）貸借対照表】 

【貸借対照表】 

             (単位：千円) 
          第37期 

（2018年 
３月31日） 

第38期 
(2019年 
３月31日) 

第39期 
(2020年 
３月31日) 

第40期 
(2021年 
３月31日) 

資産の部     

 流動資産     

  現金及び預金 92,740 271,644 199,487 220,543 

  未収法人税等 19,633 － 434 21,488 

  短期貸付金 － － 15,165 22,862 

  前払費用 － 108 110 － 

  流動資産合計 112,373 271,752 215,197 264,895 

 固定資産     

  有形固定資産     

   建物 － 31,364 30,037 － 

   車両運搬具 － － 4,223 2,816 

   土地 － 22,685 22,685 － 

   有形固定資産合計 － 54,049 56,946 2,816 

  投資その他の資産     

   投資有価証券 1,741,168 861,582 438,130 400,904 

   出資金 10 10 10 10 

   投資その他の資産合計 1,741,178 861,592 438,140 400,914 

  固定資産合計 1,741,178 915,642 495,087 403,730 

 資産合計 1,853,552 1,187,395 710,284 668,625 
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             (単位：千円) 
          第37期 

（2018年 
３月31日） 

第38期 
(2019年 
３月31日) 

第39期 
(2020年 
３月31日) 

第40期 
(2021年 
３月31日) 

負債の部     

 流動負債     

  未払法人税等 35 51,102 35 35 

  未払消費税等 － 353 － 2,261 

  流動負債合計 35 51,455 35 2,296 

 固定負債     

  繰延税金負債 581,350 281,350 139,173 126,293 

  固定負債合計 581,350 281,350 139,173 126,293 

 負債合計 581,385 332,806 139,208 128,589 

純資産の部     

 株主資本     

  資本金 3,000 3,000 3,000 3,000 

  利益剰余金     

   その他利益剰余金 783,947 933,420 1,032,148 1,025,454 

    繰越利益剰余金 783,947 933,420 1,032,148 1,025,454 

   利益剰余金合計 783,947 933,420 1,032,148 1,025,454 

  自己株式 △613,633 △613,633 △727,134 △727,134 

  株主資本合計 173,313 322,786 308,013 301,320 

 評価・換算差額等     

  その他有価証券評価差額金 1,098,853 531,802 263,062 238,715 

  評価・換算差額等合計 1,098,853 531,802 263,062 238,715 

 純資産合計 1,272,166 854,588 571,076 540,036 

負債純資産合計 1,853,552 1,187,395 710,284 668,625 
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別紙 5-(1)-① 

【ＫＹＯＲＩＴＳＵの最終事業年度に係る計算書類等の内容】 

 

株式会社ＫＹＯＲＩＴＳＵ（旧商号株式会社ウエル） 

 最終事業年度に係る計算書類等 

（2021年４月１日から2022年３月31日） 
 

1. 当社の状況に関する重要な事項 
(1) 事業の経過および成果 

当社を取り巻く経営環境においては、新型コロナウイルス感染症の影響による経済活動の停
滞の長期化により、世界経済がさらに下振れすることが予想され、わが国においても極めて厳
しい状況が続くものと見込まれております。 
また、現時点においては、新型コロナウイルスワクチン接種は進んでいるものの、治療薬が

開発されておらず、収束には一定の時間がかかることが想定され、引き続き厳しい経済環境が
見込まれております。 
このような環境の中で、当社の売上高は０円、経常損失は１百万円、当期純損失は１百万円

となりました。 
 

(2) 設備投資の状況 
該当事項はありません。 

 
(3) 資金調達の状況 

該当事項はありません。 
 

(4) 財産および損益の状況の推移 
  2018年３月 2019年３月 2020年３月 2021年３月 2022年３月 

売上高（千円） 0 0 0 0 0 

経常利益又は経常損失
（△）（千円） 43,744 30,627 △16,243 △8,586 △1,445 

当期純利益又は当期純損
失（△）（千円） 146,644 149,472 98,728 △6,693 △1,726 

１株当たり当期純利益又
は当期純損失（△）（円） 3,032.35 3,342.42 2,379.28 △174.90 △45.10 

純資産（千円） 1,272,166 854,588 571,076 540,036 545,839 

総資産（千円） 1,853,552 1,187,395 710,284 668,625 676,144 

(注)1.１株当たり当期純利益又は当期純損失は、発行済株式総数（自己株式を控除した株式数）
により算出しております。 

 
(5) 対処すべき課題 
当社の主力事業である有価証券の保有及び売買業は飛躍的な市場規模が拡大することは見込め

ない状況にあります。 
こうした状況下で競争力を維持し、安定した収益を確保するため、徹底した合理化による事業

コストの削減はもとより、今後の成長に見合う企業の体質強化が重要となります。 
 

(6) 重要な親会社および子会社ならびに企業結合等の状況 
該当事項はありません。 

 
(7) 主要な事業内容 

有価証券の保有および売買 
 

(8) 主要な営業所 
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東京都練馬区大泉学園町二丁目31番12号 
 

(9) 従業員の状況 
該当事項はありません。 

 
(10) 主要な借入先 

該当事項はありません。 
 
2. 会社の株式に関する事項 

(1) 発行可能株式総数   24万株 
(2) 発行済株式の総数   ６万株 
(3) 株主数         ３名 
(4) 大株主       

 

株 主 名 
当社への出資状況 

持 株 数 出 資 比 率 

野 田 勝 憲 23,670株 61.8％ 

 
3. 会社の新株予約権等に関する事項 

当社は、新株予約権等は発行しておりません。 
 
4. 会社役員に関する事項 
 

地 位 氏 名 担当または他の法人等の代表状況 

代表取締役 野 田 勝 憲 共立印刷株式会社代表取締役 

取締役 野 田 千恵子  

取締役 野 田 和喜子  

 
以 上 
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貸借対照表 

（2022年３月 31日）        (単位：百万円) 

科目 金額 科目 金額 

流動資産 260 流動負債 0 

 現金及び預金 232  未払法人税 0 

 未収法人税 5 固定負債 130 

 短期貸付金 22  繰延税金負債 130 

固定資産 2 純資産 545 

 車両運搬具 2 株主資本 299 

投資その他の資産 412   資本金 3 

 投資有価証券 412   利益剰余金 1,023 

その他 0   その他利益剰余金 1,023 

     繰越利益剰余金 1,023 

    （当期純損失） △1 

    自己株式 △727 

  評価・換算差額等 246 

 
 

  その他有価証券評

価差額金 
246 

資産合計 676 負債純資産合計 676 

 

 

 

 

損益計算書 

自 2021年４月１日 

至 2022年３月 31日 

(単位：百万円) 

科目 金額 

売上高  ― 

販売費及び一般管理費 7  

営業損失（△）  △7 

経常損失（△）  △1 

税引前当期純損失（△）  △1 

法人税、住民税及び事業税 0  

当期純損失（△）  △1 
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株主資本等変動計算書 

自 2021年４月１日 

至 2022年３月 31日 

(単位：百万円) 

 株主資本 評価・換算差額等 

純資産

合計 資本金 

 

自己株

式 

株主資

本合計 

その他

有価証

券評価

差額等 

評価・換

算差額

等合計 

繰越利

益剰余

金 

利益剰

余金合

計 

当期首残

高 
3 1,025 1,025 △727 301 238 238 540 

事業年度

中の変動

額 

        

当期純

損失（△） 
 △1 △1  △1   △1 

株主資

本以外の

項目の登

記変動額

（純額） 

     7 7 7 

事業年度

中の変動

額計 

― △1 △1 ― △1 7 7 5 

当期末残

高 
3 1,023 1,023 △727 △299 246 246 545 

 

個別注記表 
自 2021年４月１日 
至 2022年３月31日 

 
1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 
その他有価証券 市場価格のない株式等以外のもの 

時価法  
(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
平均法により算定) 

市場価格のない株式等 
移動平均法に基づく原価法 

 
(2)重要な原価償却資産の減価償却の方法 

有形固定資産 
定率法を採用しております。 

 
(3)その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 
 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しております。 

 
2. 株主資本等変動計算書に関する注記 

発行済み株式総数  ６万株 
 
3. １株当たり情報に関する注記 

(1) １株当たり純資産額は 14,262.84円であります。 
(2) １株当たり当期純損失は、△45.10円であります。 


